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主な成果のあらまし
　第６５回中小企業団体全国大会は、平成２５年１０月２４日に「滋賀県立芸術劇場「びわ湖ホール」」（滋賀県大津市）で約２，２００名の中小企業団体の関係者の参加のもとに開催され、中小企業及び中小企業組合等の抱える諸問題に関する下記の項目に関する決議が採択された。
Ⅰ．実感ある景気回復と経済成長の実現 

１．デフレ脱却のための成長戦略の具現化 

２．東日本大震災からの復興の継続支援の拡充

３．原発事故克服への対応

４．中小・小規模企業の連携・組織化支援政策の強化

５．中小企業団体中央会の支援体制の強化・拡充

６．公正な競争環境の整備

７．官公需対策の強化

８．海外展開支援・ＴＰＰへの的確な対応

Ⅱ．中小企業の活力強化 

１．中小企業金融機能の拡充と成長戦略を具現化する金融支援の強化

２．設備投資の促進等中小企業関係税制の拡充

３．消費税引上げ実施に向けた万全な対策の実施

４．商店街等及び中小小売商業の活性化支援の拡充

５．中小流通業・サービス業振興対策の強化

６．社会保障制度の見直し

７．中小企業の実態を踏まえた労働・教育対策の推進
　本決議については、大会終了後、その実現のための要請活動を行った。鶴田会長が政府与党（自民党、公明党）及び民主党幹部と面会し大会決議を要望するとともに、政府、国会等の約２２０名に及ぶ関係者に対し、強く申し入れた。
　決議に関連する主な成果の概要は、以下のとおり。
（１）日本再興戦略の政策を担う実行法の制定
平成２５年１０月１日に日本経済再生本部が決定した「成長戦略の当面の実行方針」に基づき、平成２５年１０月からの第１８５回臨時国会にて計９本の成長戦略関連法律を成立させた。なかでも、日本再興戦略の実行を図るために、「集中実施期間」を定め、政府全体で計画的取組を進める実行体制を確立させるとともに、規制改革推進や産業の新陳代謝の促進を図るための制度の創設他産業競争力強化関連施策を推進する「産業競争力強化法」が成立・施行された。

６月２４日には「経済財政運営と改革の基本方針２０１４」（骨太の方針）と「日本再興戦略」改訂２０１４が閣議決定された。

（２）経済対策、中小企業対策予算

消費税率引上げによる駆け込み需要とその反動減緩和とともに、経済の成長力の底上げと好循環の実現を図るため、５．５兆円規模の「好循環実現のための経済対策」（平成２５年１２月５日閣議決定）を策定し、平成２５年度補正予算案が平成２５年１２月１２日に閣議決定され、平成２６年２月６日に成立した。経済産業省関係で５，５１１億円が計上された。そのうち中小企業対策は３，４０３億円にのぼる。
また、平成２６年度予算は、消費増税に伴う景気の下振れリスクに対応し、成長力強化に向け重点配分され、中小企業対策費は、政府全体で１，８５３億円、うち経済産業省分としては１，１１１億円計上された。
（３）東日本大震災からの復旧・復興支援

①福島の再生（原子力災害からの復興・再生）、②復興まちづくり（まちの復旧・復興）、③産業の復興（産業の振興・雇用の確保）の３つの柱に復興特別法人税の１年前倒し廃止に伴う８，０００億円の補填を含めた１兆９，３０８億円の「平成２５年度東日本大震災復興特別会計補正予算」及び①「がれき処理」から「復興まちづくりの本格化」、②福島の復興・再生の加速化、③産業・生業の再生、④「新しい東北」先導モデル事業の創設等を柱とした３兆６，４６４億円の「平成２６年度東日本大震災復興特別会計予算」などが計上され、継続的な復旧・復興支援が行われた。

グループ補助金は、平成２６年８月現在で、５７３の中小企業等グループの施設・設備の復旧に対し、国費、県費合わせて４，３４７億の支援が行われた。

（４）小規模企業振興基本法の制定
小規模企業の振興に関する施策について、総合的かつ計画的に、そして国、地方公共団体、支援機関等が一丸となって戦略的に実施するため、政府が基本計画を閣議決定し、国会に報告する等の新たな施策体系を構築する「小規模企業振興基本法」が成立した。連携・組織対策の役割等については、「小規模企業者と小規模企業者以外の者の交流又は連携の推進、小規模企業者と小規模企業者以外の者が共同して行う事業の助成その他の必要な施策を講ずる」などとされた。
（５）中小企業金融対策

「経営支援型セーフティネット貸付」に新たに「金融環境円滑化対応資金」が創設された。また、「企業活力強化貸付」の拡充、「新創業融資制度」「新事業育成資金」といった創業支援関連制度の拡充も図られた。

「東日本大震災復興緊急保証」及び「災害関係保証」について、適用期限を平成２７年３月３１日まで延長する政令が３月２５日に閣議決定された。
（６）設備投資の促進等中小企業関係税制

中小企業投資促進税制をはじめとする設備投資を促進する税制や研究開発税制の拡充、中小企業の交際費課税の特例等租税特別措置の拡充や適用期限の延長などの改正が行われた。
（７）中小企業の若手人材確保・育成・定着支援

「地域中小企業の人材確保・定着支援事業」が、平成２４年度補正予算の「中小企業・小規模事業者人材対策事業（基金）」残高を財源に、引き続き平成２６年度においても、全国各地域で実施されることとなった。　
（８）優越的地位の濫用防止

優越的地位の濫用行為に係る行政処分は、平成２５年度においては、法的処置件数１件、注意件数５８件と過去最高の件数となった。優越的地位濫用事件タスクフォース（優越ＴＦ）の発足によって、優越的地位の濫用行為に係る注意が大幅に増加した。

（９）下請法の厳格な運用
平成２４年度の下請法に基づく指導件数は４，５５０件に対して２５年度は４，９４９件と過去最多を４年連続して更新を続けている。
（10）官公需対策
平成２６年度の中小企業者に関する国等の契約の方針が６月２７日に閣議決定された。中小企業者向け契約目標金額は４兆３，７４４億円、中小企業者向け契約目標割合は５６．７％（前年度比０．１％増）となった。また、平成２５年度実績については、補正予算関連事業において中小企業・小規模事業者への受注が積極的に図られたこともあり、４兆２，７７９億円(前年度比４，７１２億円増)となった。
（11）商店街及び中小小売商業支援

「好循環実現のための経済対策」に基づく平成２５年度補正予算、及び平成２６年度予算において、商店街等及び中小小売商業の活性化に向けてものづくり・商業・サービス革新事業などの各種事業が創設・維持された。また、「コンパクトシティの実現」に向け、中心市街地の一層の活性化を図るため、経済効果の高い民間プロジェクトを重点支援する改正中心市街地活性化法が成立した。
（12）中小流通業・サービス業振興対策

観光地域づくりの取組を進める主体が自ら着地型旅行商品の販路を開拓し、収益をさらなる着地型旅行開発に充てることが可能となるビジネスモデル構築のための取組を促進する「観光地ビジネス創出の総合支援」事業が創設された。

また、地域独自の「ブランド」の確立を通じた滞在交流観光の推進に向けた取組みを支援する「観光地域ブランド確立支援事業」が継続して実施された。
（13）中小企業の実態を踏まえた労働・教育対策の推進
改正男女雇用機会均等法令、パートタイム労働法令の見直し等中小企業に配慮した労働関係法令の見直しが行われた。
全国大会後の主な要望活動一覧(全国中央会会長要望等)
【平成２５年度】
　１０月２５日　経済産業大臣に対する要望（茂木敏充経済産業大臣と中小企業関係団体との懇談会）

　１０月３０日　第６５回中小企業団体全国大会決議（自民党「予算・税制等に関する政策懇談会」・秋元司商工・中小企業関係団体委員長、石田真敏団体総局長、山際大志郎経済産業部会長　他）

　１１月　７日　第６５回中小企業団体全国大会決議（公明党山口那津男代表、斉藤鉄夫税制調査会長、赤羽一嘉経済産業副大臣　他）

　１２月　３日　第６５回中小企業団体全国大会決議（民主党中小企業政策推進議員連盟総会・直嶋正行元経済産業大臣、枝野幸男前経済産業大臣　他）

　１２月　９日　「中小企業連携組織対策事業予算の拡充・強化」及び「商店街振興組合指導事業への予算措置等に関する要望」（全国知事会）

　１２月２０日　経済の好循環の実現に向けて（経済の好循環実現に向けた政労使会議）

　　　　　　　　電気料金の引上げに対する要望（資源エネルギー庁）

　　１月３１日　「民法（債権関係）改正に対する意見」（法務省法制審議会民法(債権関係)部会・法務省民事局）

　　３月２８日　当面の中小企業対策について（自民党伊藤達也中小企業・小規模事業者政策調査会長、同関芳弘事務局長　他）

【平成２６年度】

　　４月　１日　当面の中小企業対策について（自民党山際大志郎経済産業部会長、後藤茂之税制調査会幹事）

　　４月　２日　当面の中小企業対策について（自民党高市早苗政調会長）

　　４月２３日　「中小企業関係税制に対する要望」及び「エネルギー基本計画（閣議決定）に対する意見」（自民党野田毅税制調査会長、額賀福志郎税制調査会小委員会委員長）

　　５月２１日　「中小企業関係税制に対する要望」（自民党野田毅税制調査会長）

　　５月２２日　「中小企業関係税制に対する要望」（自民党衛藤征士郎税制調査会副会長、金子一義副会長）

　　５月３０日　「中小企業関係税制に対する要望」（自民党保岡興治中小企業・小規模事業者政策調査会顧問、宮路和明税制調査会幹事、小里泰弘農林水産大臣政務官）

　　６月　２日　「中小企業関係税制に対する要望」（自民党平将明中小企業・小規模事業者政策調査会幹事）

　　６月　３日　「中小企業関係税制に対する要望」（自民党太田房江参議院議員、公明党斉藤鉄夫税制調査会長）

６月　４日　「中小企業関係税制に対する要望」（自民党山際大志郎経済産業部会長、佐藤ゆかり内閣部会長、公明党西田実仁税制調査会事務局長）

６月１７日　「中小企業対策に関する要望（通常総会決議要望）」（自民党細田博之幹事長代行）

６月２０日　「中小企業対策に関する要望（通常総会決議要望）」（自民党山際大志郎経済産業部会長、公明党井上義久幹事長、石井啓一政調会長）

７月２９日　消費税の単一税率の維持について（野田毅与党税制協議会座長（自民党税制調査会長）、斉藤鉄夫座長代理（公明党税制調査会長）　他）

９月２６日　経済産業大臣に対する要望（小渕優子経済産業大臣と中小企業関係団体との懇談会）

　第６５回大会決議に関する成果の詳細及び各項目別の現在までの経緯等は、以下のとおりである。

Ⅰ．実感ある景気回復と経済成長の実現
１．デフレ脱却のための成長戦略の具現化
【要望事項】

１．成長戦略の迅速な実行

（１）地域経済を支える中小企業が成長を実感し、活力を発揮できるよう「日本再興戦略」を具体化し、迅速に実行すること。特に、企業の設備投資や事業再編を促す「産業競争力強化法案」を早期に制定すること。

（２）中小企業の経営革新、創業、事業転換、事業承継等に係る中小企業の多様な発展段階に応じた支援策を強化すること。

（３）「ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援事業」の拡充及びものづくり支援人材への育成を強化すること。
（４）「戦略市場創造プラン」により健康長寿・エネルギー・次世代インフラ・地域資源の４分野等の成長分野に中小企業が円滑に進出できるよう、経営相談から設備更新、フォローアップに至るきめ細かな支援措置を強化すること。
（５）防災・減災等に向けた社会資本を整備するための公共投資を行い、災害に強い地域づくりを通じて内需を拡大すること。

（６）海外進出した企業の利益が国内に還流され、地域産業の強化と雇用の増加につながるような海外展開への支援を推進すること。

（７）クラウド・コンピューティングの活用をはじめ中小企業のＩＴ化を強力に支援すること。ビッグデータ等を分析・活用できる人材養成を行うこと。

２．安価で安定的なエネルギー供給の実現

（１）政府は、料金査定の厳格化、化石燃料調達力の強化、高効率石炭火力発電の活用を推進するとともに、地元住民の理解を前提に、審査により厳格な安全確認がなされた原子力発電については、再稼働を速やかに実現し、電気料金の抑制と電力の安定供給を図ること。

（２）発電事業への新規参入等を推進し電気料金の抑制を図るとともに、中小企業による発電、省エネ・節電機器、リサイクル設備の導入等に対する投資促進策、効果的なピークカット対策を大幅に強化すること。

******************************************************************************

【経過】

１．成長戦略の迅速な実行

政府は産業競争力強化のために、平成２５年６月に大胆な金融政策、機動的な財政政策に続く経済政策の「第三の矢」として「日本再興戦略」を平成２５年６月１４日に閣議決定した。

平成２５年１０月１日に日本経済再生本部が決定した「成長戦略の当面の実行方針」に基づき、平成２５年１０月からの第１８５回臨時国会にて産業競争力強化法など計９本の成長戦略関連法律を成立させた。

また、消費税率引上げによる駆け込み需要とその反動減緩和とともに、経済の成長力の底上げと好循環の実現を図るため、５．５兆円規模の「好循環実現のための経済対策」（平成２５年１２月５日閣議決定）を策定した。税制においても、「平成２５年度税制改正の大綱」（平成２５年１月２９日閣議決定）、「平成２６年度税制改正の大綱」（平成２５年１２月２４日閣議決定）において１兆円規模の税制措置を講じた。

　　予算面では、上記５．５兆円規模の「好循環実現のための経済対策」に伴う平成２５年度補正予算案が平成２５年１２月１２日に閣議決定され、平成２６年２月６日に成立した。経済産業省関係で５，５１１億円が計上された。そのうち中小企業対策は３，４０３億円にのぼる。

　　また、平成２６年度予算案は、平成２５年１２月２４日に閣議決定され、平成２６年３月２０日に成立した。同予算案では、消費増税に伴う景気の下振れリスクに対応し、成長力強化に向け重点配分されている。なお、平成２６年度中小企業対策費は、政府全体で１，８５３億円、うち経済産業省分としては１，１１１億円となっている。
平成２６年６月２４日には「経済財政運営と改革の基本方針２０１４」（骨太の方針）と「日本再興戦略」改訂２０１４が閣議決定された。

（１）日本再興戦略の政策を担う実行法の制定【実現】

我が国は、少子高齢化の到来とデフレが長期化した結果、需要低迷・デフレの加速という悪循環から抜け出せずにいたが、大胆な金融政策と機動的な財政政策に加え、成長戦略として「日本再興戦略」が平成２５年６月１４日に閣議決定された。さらに、平成２６年６月２４日には「日本再興戦略」改訂２０１４が閣議決定された。これは、三本の矢を一過性のものに終わらせないために、「稼ぐ力」を強化し、残された課題（働き方、医療、農業等）にも対応しようというものである。人口減少下において、国内産業を成長させていくために、国は、迅速かつ果敢に「日本再興戦略」に盛り込まれた政策を着実に実行する必要がある。
平成２５年１２月４日に「産業競争力強化法」が成立し、平成２６年１月２０日に施行された。この法律においては、日本再興戦略の実行を図るために、「集中実施期間」（５年間）を定め、政府全体で計画的取組を進める実行体制を確立させる。分野横断的措置として、規制改革推進のための新たな制度、産業の新陳代謝の促進を図るための制度を創設。加えて、その他の産業競争力強化関連施策を推進（日本再興戦略に則って競争力強化のために行われる関連施策の特例を規定 等）するといった措置が講じられている。
（２）中小企業の経営革新、創業、事業転換等多様な発展段階に応じた支援【実現】

産業競争力強化法の成立・施行により、特に中小企業・小規模事業者の活力再生を図るため、地域での創業の促進（民間ノウハウを活用したワンストップ創業支援体制を創業者の身近に整備し、市区町村が民間の創業支援事業者と連携して、創業支援体制を構築する取組に対して、国も関係省庁が連携して全面的にサポートする）、中小企業の事業再生の支援強化等（全国４７都道府県に設置されている中小企業再生支援協議会による事業再生支援を引き続き実施していくとともに、中小企業基盤整備機構に置かれる中小企業再生支援全国本部の機能を拡充し、中小企業再生支援協議会への支援等だけではなく、全国本部自らも、計画策定支援等の再生支援を行う）が図られた。
また、中小企業の中でもその９割を占める小規模事業者の活力を最大限に発揮させることが必要であることから、中小企業政策審議会小規模企業基本政策小委員会において審議の上、「小規模企業振興基本法」及び「商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律の一部を改正する法律」が、平成２６年６月２０日に成立した。今後、政府が「小規模企業振興基本計画」を閣議決定し、総合的かつ計画的に、国、地方公共団体、支援機関等が一丸となって戦略的に小規模企業を振興していくこととなった。
（３）ものづくり支援と支援人材への支援強化【実現】
　　　平成２５年度補正予算において、「中小企業・小規模事業者ものづくり・商業・サービス革新事業」、「ものづくり小規模事業者等人材育成事業」などが認められた。革新的なものづくり・サービスの提供等にチャレンジする中小企業・小規模事業者に対し、地方産業競争力協議会とも連携しつつ、試作品開発・設備投資等の支援が図られることとなった。

（４）医療・健康関連産業、エネルギー・次世代インフラ関連産業、地域資源関連産業の振興【実現】

医療分野の研究開発の司令塔である「日本版ＮＩＨ」の創設や医療・介護関連規制に関するグレーゾーンの解消や新サービス等の品質保証等の仕組みについての法制上の措置を講じるなどを行うべく、内閣に「健康・医療戦略推進本部」が設置され推進が図られている。

エネルギーに関して政府は、平成２６年２月２８日に電力小売りの全面自由化を柱とする電気事業法改正案を閣議決定、６月１１日に参議院で可決・成立するなど電力システム改革が進行している。また、４月１１日には、「エネルギー基本計画」が閣議決定され、新しいエネルギー政策の方向性が示された。
次世代インフラの構築においては、平成２５年１１月に「インフラ長寿命化基本計画」を「インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議」で決定した。産学官の連携により、新技術を開発・メンテナンス産業を育成していくなどの方針が盛り込まれている。国土交通省ではメンテナンスの指針として「インフラ長寿命化計画（行動計画）」を本年６月２１日に策定した。
地域資源、特に観光資源については、査証発給要件の緩和を進めて訪日外国人の増加を図っている。また、農林漁業成長産業化ファンドの本格展開等により６次産業化を推進している。

（５）防災・減災等に向けた社会資本の整備【実現】

与党が議員立法で提出した「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法案」が平成２５年１２月４日に成立するとともに、防災・減災に向けた社会資本の整備に向けた公共投資予算が措置された。また、「好循環実現のための経済対策」の中で、大規模な災害等への対応体制の強化、社会資本の強靱化・老朽化対策、避難の要となる学校等の耐震化が図られることとなった。
（６）海外展開の国内産業への還流推進【実現】

平成２６年度予算において、企業の海外展開支援（クールジャパン）３００億円、コンテンツ産業の海外展開支援促進７億円が認められ、官民一体となって海外への事業展開に取り組んでいる。

中小企業・小規模事業者海外展開支援事業に平成２５年度補正予算で８億円、平成２６年度予算で２２．８億円が認められ、現地支援プラットフォームの拡大を通じて新たに１万社の海外展開の実現を図っている。また、中堅・中小・小規模事業者新興国進出支援専門家派遣事業で１５億円が認められた。

「知的財産政策に関する基本方針」（平成２５年６月７日閣議決定）の中で、中小・ベンチャー企業の知財マネジメント強化支援に取り組むとした。それを反映した「産業競争力強化法」において、中小・ベンチャー企業や小規模企業の特許料が約１／３に引き下げられた。（平成２６年４月１日施行）

（７）ＩＴ化への強力な支援【実現】

ＩＴ総合戦略本部において平成２５年１２月１０日に「パーソナルデータの利活用に関する制度見直し方針」がとりまとめられ、平成２６年６月２４日には「パーソナルデータの利活用に関する制度改正大綱」を決定。７月にはパブコメも終了し、来年通常国会においての法案成立を目指している。

予算においては、平成２６年度予算において「ビックデータの利活用促進」に７５．３億円が新規に認められ、エネルギー分野においてホーム・エネルギー・マネジメントから取得されるビックデータの利活用のための情報基盤を整備するとともに、企業のクラウド活用の促進によりビックデータの利活用を推進している。

２．安価で安定的なエネルギー供給の実現【未実現】

（１）円安、中東情報により価格が上昇した原油等を使用する火力発電に大きく依存しており、企業用の電気料金は震災前と比べて約３割増加するなど安価で安定的な電力供給は実現には至らなかった。
電力会社の電気料金引き上げ認可申請は、平成２５年１０月２９日に中部電力が経済産業省へ規制部門で４．９５％、自由化部門で８．４４％の大幅値上げの認可申請を行った。これを受け、電気料金審査専門委員会が設置され、国民の声や公聴会も踏まえ、その妥当性が慎重に審議され、平成２６年４月１８日に規制部門で３．７７％、自由化部門で７．２１％に引き上げ幅が圧縮されて認可された。

　　 　また、平成２６年７月３１日には、北海道電力が昨年に続いて２回目の引上げ認可申請を行った。規制部門で１７．０３％、自由化部門で２２．６１％と大幅な値上げ率となっている。現在、電気料金審査専門委員会で審議が始まっている。
こうした中、１２月２０日に、全国中央会から上田資源エネルギー庁長官に、電力料金改定にあたって、妥当性をきちんと検証し、値上げ幅の大幅な抑制に努めるなど、電力のコスト抑制についての要望を行っている。

「好循環実現のための経済対策」による平成２５年度補正予算において、エネルギー関連予算９３０億円を計上。そのうち大型ガス・油田の権益確保・探鉱の加速化、海洋資源調査等に１４５億円を計上。平成２６年度予算においても関連予算を７５５．２億円計上している。

また、高効率火力発電の開発等には平成２６年度予算において２１４．３億円計上して対応を図っている。

原子力規制委員会による原子力発電所の再稼働の審査（新規制基準適合性に係る審査）については、平成２５年７月８日申請の６発電所から平成２６年８月１２日の北陸電力　志賀原発２号機まで１３原発２０基の審査が慎重に行われており、全ての原発は停止している状況が続いている。
（２）平成２６年度予算において、「エネルギー最先進国」の実現をうたい、再生可能エネルギーの最大限の導入を図るため、１，３６４億円（前年度予算比＋１４３億円）を計上。基盤整備のほか、大型洋上風力の実証や、風力・太陽光・地熱発電等の高度化・効率化等を図ることとしている。

また、省エネ投資の加速化にかかる予算も１，５６５億円と前年度比＋２９８億円増額された。特に中小企業等のクラウド利用による革新的省エネ化実証支援事業（３５億円）が新規に計上された。
平成２６年４月１１日に、政府は約４年ぶりに新しい「エネルギー基本計画」を閣議決定した。高騰するエネルギー価格に苦しむ中小企業・小規模事業者にとって、エネルギーの安定供給とその費用の低下が図られることが期待されることから、全国中央会においては「エネルギー基本計画（閣議決定）に対する意見」をまとめ、与党に対して要望を行った。
２．東日本大震災からの復興の継続支援の拡充
【要望事項】

１．被災地の産業基盤の再生等に向けた財政支援の継続・強化を図ること。

復旧・復興工事の停滞を避けるため、国・県・市町村における発注時期の調整・平準化等を図るとともに、復興をさらに加速化していくために中小企業の受注環境を整備すること。

２．中小企業等グループの施設の復旧・復興に対し継続して十分な予算措置を行うこと。

（１）グループ補助金における補助対象地区の絞り込みや補助対象経費の限定を廃止し、補助金の増額と対象地域の拡大などを行うこと。

（２）年度内に支出することが困難であった経費を翌年度に繰り越すことができるよう補助事業費の柔軟な運用を行うこと。

（３）資材価格や人件費の高騰に配慮した新たな支援策の創設など所要の措置を講じること。

３．復興支援リース補助事業及び仮設店舗・仮設工場等について、継続的な財政支援を行うこと。

４．土地の有効活用と小規模事業者の集団化・団地化を促進し、企業間連携や事業協同組合の設立等を通じた新たな共同利用設備の設置、水産加工団地・造船団地の組成などによる本格的な産業・事業再建が加速化するよう事前調査、専門家派遣等に要する支援を強化すること。

５．「復興交付金制度」は、社会インフラ整備とその関連事業に対象が限定されていることから、被災地の産業再生に向けた、企業誘致のための用地取得、工場団地・工場アパートの設置による製造業の集約化等も対象とすること。

６．被災地のインフラを整備する「津波復興拠点整備事業」は、地区数や範囲の要件が厳しく限定的な活用にとどまっていることから、支援要件を緩和すること。

******************************************************************************
【経過】
１．被災地の産業基盤再生に向けた財政支援の継続・強化【実現】

　　復興予算については、「好循環実現のための経済対策」（平成２５年１２月２日閣議決定）に基づき、東日本大震災の被災地の復旧・復興を加速するため、平成２５年度補正予算、平成２６年度予算一体となった編成がされた。平成２５年１２月１２日、①福島の再生（原子力災害からの復興・再生）、②復興まちづくり（まちの復旧・復興）、③産業の復興（産業の振興・雇用の確保）の３つの柱に復興特別法人税の１年前倒し廃止に伴う８，０００億円の補填を含めた１兆９，３０８億円の「平成２５年度東日本大震災復興特別会計補正予算案」が閣議決定され、平成２６年２月６日参議院での可決により成立した。

また、平成２５年１２月２４日、①「がれき処理」から「復興まちづくりの本格化」、②福島の復興・再生の加速化、③産業・生業の再生、④「新しい東北」先導モデル事業の創設等を柱とした３兆６，４６４億円（平成２５年度当初予算４兆３，８４０億円）の「平成２６年度東日本大震災復興特別会計予算案」が閣議決定され、平成２６年３月２０日に参議院で可決され成立した。

産業の復興の動きを確実なものにするため、津波・原子力災害被災地雇用創出・企業立地補助金や中小企業組合等共同施設等災害復旧事業による継続的な復旧・復興支援が行われることとなった。

さらに、原子力災害からの復興・再生のため、「福島再生加速化交付金」（２５年度補正、２６年度併せ１，６００億円）が新設され、「原子力災害被災地域産業団地等整備等支援事業」、「原子力災害被災地域事業所整備等支援事業」、「事業者等向け浄化槽導入等支援事業」により商工業再開のための環境整備が図られることとなった。

２．中小企業等グループ施設の復旧・復興への十分な予算措置【一部実現】
（１）グループ補助金の継続・拡充

グループ補助金については、平成２６年９月現在で、水産加工業、製造業、小売流通業、観光業等、地域の復興のリード役となり得る中小企業等グループ（５７３グループ）の施設・設備の復旧に対し、国費、県費合わせて４，３４７億円の交付決定が行われている。
平成２６年度は２５年度補正予算とあわせて４２４．７億円規模（２０４億円＋２２０．７億円（２５年度当初予算２５０．１億円））で支援が継続されており、平成２６年度中に第１１次～第１３次公募が実施される。

平成２５年度から補助対象が津波浸水地域又は避難指示区域等を含む市町村に絞り込まれるとともに、補助対象経費が交付決定日以降の支出に限定されることとなったが、平成２６年度公募においてもこれらについての変更はされていない。

（２）グループ補助金の柔軟な運用

柔軟な運用により補助事業の繰り越しができるようにとの要望については、原則的には年度内で完了することが要件で、繰越は地方自治法上２年までとなっており、新たな措置は講じられず、要望を実現するまでには至らなかった。
（３）建材等の高騰に対する追加措置

中小企業等グループ補助金交付決定後の資材等価格の高騰により建屋の復旧工事契約を結ぶことができていない事業者に対する増額措置を実施することが決定された。具体的には、交付決定後、制度上の上限となっている２回の繰越しや特別な措置である再交付を行ったにもかかわらず、当該期間に大幅に（１割超）費用が増加したために、復旧工事契約を結ぶことができていない被災事業者を対象として、指定期間中に申請を行うことで増額変更が認められることとなった。

３．復興支援リース補助事業及び仮設店舗・仮設工場等についての継続【実現】

　　「被災中小企業復興支援リース補助事業」は平成２５年度で終了予定であったが、申請受付期間が２年延長され、平成２８年３月３１日までの間に締結されたリース契約が補助事業の対象とされることとなった。

被災中小企業の早期の事業活動の再開を図るために設置されてきた仮設店舗、仮設工場等については、本格的な事業再開のための用地が確保できずに、仮設店舗等で事業を行わざるを得ない事業者がいることから、仮設店舗等において引き続き事業が行えるよう、継続した支援措置が必要である。
中小企業基盤整備機構では被災地の経済及び産業の振興のため、復旧段階から復興段階に移行するに従い仮設施設の取り巻く環境に変化が生じている状況を踏まえ、「仮設施設整備事業」により中小機構が整備し、市町村に譲渡した仮設施設については、市町村に対して所定の費用の助成を行う「仮設施設有効活用等助成事業」を実施する。
　　

４．土地の有効活用と小規模事業者の集団化【一部実現】

被災地の経済を立て直していくためには、土地の有効活用と地域の実状に合った集団化、団地化の促進が必要であるが、東日本大震災で特に大きな被害を受けた津波浸水地域（青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県）及び原子力災害により甚大な被害を受けた警戒区域等厳しい環境が続いている。

避難指定が解除された地域をはじめとする福島県の産業復興を加速させるための企業立地補助制度が創設され、雇用の創出を通じて地域経済の活性化を図ることを目的とする「津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金」が平成２５年度より開始されており、平成２６年度も引き続き実施されることとなった。

津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金（製造業等立地支援事業）は平成２６年９月２４日時点で３７４事業者（一次公募１５１事業者＋二次公募１３５事業者＋三次公募８８事業者）が採択された。

津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金（商業施設等復興整備補助事業：公設商業施設整備型）では福島県双葉郡川内村が採択された。
また、被災地の本格的な事業再建・再開を推進していくための事前調査や地域に精通した専門家による支援については、中小企業基盤整備機構により事業再建やまちづくり計画の作成等の復興に関する様々な課題解決を支援するために各種専門家を無料で派遣する「震災復興支援アドバイザー制度」が設けられ、平成２６年度においても継続して実施されている。

さらに風評被害による販路喪失や住民避難による商圏の喪失等を起因とする事業再開後の売上げの伸び悩みに対する販路開拓支援拡充として、販路専門のアドバイザーによる「被災中小企業販路開拓支援専門チーム」を編成し、販路開拓専用の支援相談窓口を整備し、販路開拓専門のアドバイザーを倍増することが決定された。
５．「復興交付金制度」の対象拡大【一部実現】

平成２５年３月に示された「復興交付金の運用の柔軟化」を踏まえ、復興の各ステージにおいて必要となる事業に対応する方針が採られることとなった。

第９回目（平成２６年６月）の配分では４県及び３８市町村から提出された事業計画に対し、事業費規模７０２億円の交付可能額が通知された。

住まいの再建にとどまらず、被災地の特色ある産業復興を支援する観点から、まちづくりに必要な産業復興に対し、基盤施設や産業用地の整備に加え、効果促進事業を活用した多様な調査等により、ハード・ソフトの両面から支援が行われている。

具体的には、災害危険区域の土地の集約を含む市街地の再生・整備・産業用地造成や地域産業の核となる水産業・造船業の復興に向けた取組等の地域の復興に必要な産業用地の整備、まちなかの商業店舗スペースの整備、新たな産業・企業の誘致や農業のブランド化等の地場産業の振興に向けた調査等を対象としている。

６．「津波復興拠点整備事業」の要件緩和【未実現】

地区数や範囲の要件が厳しいことから、限定的な活用にとどまっているが、現在までに支援要件の緩和までには至っていない。
３．原発事故克服への対応
【要望事項】

一刻も早い原発事故の収束をはじめ、風評被害対策、除染対策の推進、賠償の着実な実施等産業復興のための継続的な支援を徹底して行うこと。

１．あらゆる手立てを講じ、早急に原子力発電所事故の完全収束を図ること。また、汚染水等に関わる情報は、迅速かつ的確に開示し、抜本的な対策を推進すること。

２．風評被害対策等をさらに強化し、食品のモニタリングや健康管理を加速的に実施するとともに、正しい知識の普及や安全情報等の適切な発信等の体制強化を行い、国内外への販路回復・開拓支援策を充実させること。

３．効果的な放射能物質の除染方法の確立を早期に行うとともに、中間貯蔵施設設置場所の早期決定・着工により地域再生のための除染対策等を推進すること。

４．被災中小企業者に対して、幅広く十分な賠償を迅速かつ着実に行うこと。

５．復興再生特別措置法に基づく計画の早期具現化のため十分な予算措置を講じること。

******************************************************************************
【経過】
１．原子力発電所事故の完全収束【未実現】
制度面の改善は進展したものの、汚染水処理、中間処理施設の建設問題、避難者数等を考えると、福島県は今なお先の見えない状況に置かれている。
政府及び東京電力は、平成２３年１２月に取りまとめた「福島第一原子力発電所１～４号機の廃止措置等に向けたロードマップ」これに基づいて事故の早期収束に向けた取組を進めてきたが、 現場の作業と研究開発の進捗管理を一体的に進めていく体制として廃炉対策推進会議を設置し、溶融した燃料棒取り出しのスケジュール前倒し等の検討を進め、平成２５年６月２７日、中長期ロードマップの改訂版を取りまとめ公表した。

汚染水問題については、１２月１０日、汚染水処理対策委員会において、予防的・重層的な汚染水処理対策を取りまとめ、さらに、１２月２０日には、原子力災害対策本部において、「廃炉・汚染水問題に対する追加対策」を取りまとめ、廃炉・汚染水問題に対する体制を強化することとした。

また、廃炉・汚染水対策について、中長期を見据えた持続可能な体制を構築する必要があることから、政府は、平成２６年２月２８日、政府による大方針や監視の下、技術的判断を新機構が担い、東京電力が取り組む廃炉を着実に進められる体制を構築するため、原子力損害賠償支援機構について、事故炉の廃炉関係業務を追加すること等の拡充を内容とする「原子力損害賠償支援機構法の一部を改正する法律案」を閣議決定し、国会に提出した。同法案は５月１４日の参議院本会議で可決成立し、５月２１日公布された。

２．風評被害対策の強化【一部実現】

復興庁より、平成２５年度当初予算案を中心に各省庁における取組みを取りまとめた対策パッケージが、平成２５年４月２日に公表されたが、発災から２年半以上が経過してもなお風評被害が続いているため、１１月７日に原子力災害による風評被害を含む影響への対策タスクフォースを開催し、課題を洗い出し、風評被害対策の強化について検討した。

その中で、①汚染水問題を踏まえて強化した放射線モニタリングの継続、引き続き生産現場における放射性物質の吸収抑制対策等の消費者へのわかりやすい情報提供、②「食べて応援しよう」の継続・強化、社内マルシェ等の民間企業への働きかけ強化、③外国輸入規制の緩和・撤廃に向けた粘り強い働きかけの継続を指示するとともに、関係省庁一体となった対策を引き続き行っていくことが確認された。

また、１２月２０日に取りまとめられた上記「廃炉・汚染水問題に対する追加対策」の中において、風評被害対策としての情報発信の一層の強化として、「廃炉・汚染水対策の実施状況やそれによるリスクの低減効果なども含め、引き続き、科学的な根拠に基づいた情報発信を国際的に開かれた形で行う。また、より効果的な情報発信を行うため、関係省庁の協力の下、廃炉・汚染水対策チームによる一元的な対応を強化する」との対策がなされた。
さらに、平成２６年６月２３日、震災から３年が経過した今も未だに根強く残る風評被害の現状に鑑み、「原子力災害による風評被害を含む影響への対策タスクフォース」を開催し、２５年度における取組状況の進捗管理とともに、課題を洗い出し、風評対策の強化について検討し、取り組むべき施策を体系的に整理し、風評対策の強化を図るため、新たに３つの強化指針を定めた 「風評対策強化指針」を取りまとめた。
強化指針１では、「風評の源を取り除く」として、①被災地産品の放射性物質検査の実施、②環境中の放射線量の把握と公表を、強化指針２では、「正確で分かりやすい情報提供を進め、風評を防ぐ」として、①放射線に関する情報提供及び国民とのコミュニケーションの強化（従来の取組の総点検）を、強化指針３では、 「風評被害を受けた産業を支援する」として、①被災地産品の販路拡大、新商品開発等、②国内外からの被災地への誘客促進等の取組みを掲げている。
３．除染対策の推進【一部実現】

国直轄除染地域除染の対象１１市町村全ての除染計画が策定され、６市町村で全域又は一部地域において除染の作業中である。現在、福島県田村市、楢葉町、川内村、大熊町で除染計画に基づく面的除染が終了している。
市町村除染地域は、９４市町村において、放射性物質汚染対処特措法に基づく除染実施計画の協議を終了している。特に子ども空間や公共施設において、除染が進捗し、予定した除染の終了に近づきつつあるが、全体が終了するまでには、更に数年はかかる見込みである。

４．復興再生特別措置法に基づく計画の早期具現化のため十分な予算措置【実現】

平成２５年１２月２４日に閣議決定された平成２６年度予算案（３ページ参照）において、復興特別会計概算決定額は３．６兆円が計上された。

平成２５年度補正予算とあわせて被災地の復旧・復興の加速化を推進するとされた（平成２５年度補正予算とあわせ４．２兆円）。

復興予算のポイントとしては、①住宅再建・復興まちづくりについては、復旧・復興の進展（ 「がれき処理」から「復興まちづくりの本格化」へ）にあわせて事業の重点化を図りつつ、必要な予算を確保、②福島の再生については、区域見直しが全域で完了し、復興は新たな段階を迎えており、長期避難者への支援、ふるさとへの早期帰還の支援等を一層推進、③先導モデル事業など、「新しい東北」を着実に推進、④産業・生業（なりわい）の再生のため、被災した中小企業等の復旧・復興の取組を引き続き支援、⑤避難の長期化が見込まれる中、被災者に対する健康・生活支援を強化となっている。

５．被災中小企業者に対する十分な賠償【一部実現】

平成２６年１月１５日、東京電力は、損害賠償の迅速かつ適切な実施のための方策（「３つの誓い」）を公表し、これまでの「５つのお約束」を包含した、より明確な意思表明として、①最後の一人まで賠償貫徹、②迅速かつきめ細やかな賠償の徹底、③和解仲介案の尊重という「３つの誓い」を新たに掲げ、全社的に取り組んでいる。

９月１９日現在における東京電力による損害賠償の支払状況は、仮払補償金１，５０２億円、本賠償４兆２，７２１億円で、賠償総額：約４兆２，７１２億円である。

４．中小・小規模企業の連携・組織化支援政策の強化

【要望事項】

１．小規模企業振興策の発展的強化を図るため、「小規模企業振興基本法（仮称）」を制定するとともに、その中で国が小規模企業の育成を図る観点から、必ず、小規模企業の連携・組織化支援の位置づけ等を明確にすること。

（１）小規模企業振興に係る「基本計画」の制定を義務づけ、地方経済の将来像と小規模企業の進むべき指針、地域循環型ビジネスモデル、そのための連携・組織対策の役割等を示すこと。

（２）小規模企業や小規模企業で組織する組合等が取り組みやすい使い勝手のいい少額補助金の制度を拡充すること。

（３）中山間地域における生活基盤の確保、地域コミュニティの維持を図るための商工業振興を拡充すること。

（４）個人が創業するため協働組織である企業組合制度の強化をはじめ雇用促進を図る創業･起業支援策の拡充を行うこと。

（５）小規模企業を対象とした高度化融資は、国単独の支援のもとで行う制度とすること。

（６）マル経（小規模事業者向け融資制度）の全国レベルの利子補給制度を創設すること。

（７）地場産業や伝統的工芸等の職人の技能伝承への支援を強化すること。

２．中小企業組合の設立要件や員外利用制限の緩和、共済金額の引上げなど、中小企業等協同組合制度の強化を図ること。

３．防災・減災、ＢＣＰ（事業継続計画）策定普及等社会的な課題の解決に取り組む中小企業組合等への助成措置を強化すること。

******************************************************************************

【経過】

１．「小規模企業振興基本法（仮称）」の制定、小規模事業者の連携・組織化支援の位置づけ等の明確化

平成２５年６月１７日、小規模企業に対する施策強化のため、関連する複数の法律を改正する「小規模企業の事業活動の活性化のための中小企業基本法等の一部を改正する等の法律（小規模企業活性化法）」が可決・成立し、６月２１日に公布、９月２０日に施行された。同法の成立によって改正された中小企業基本法の第３条「基本理念」には、小規模企業が「地域における経済の安定並びに地域住民の生活の向上及び交流の促進」及び「将来における我が国の経済及び社会の発展」に寄与するという重要な意義を有するものであると明記された。これをさらに進める観点から、国は、平成２６年３月７日、「小規模企業振興基本法案（小規模基本法案）」及び「商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律の一部を改正する法律案（小規模支援法案）」を閣議決定し、両法律案を今国会（第１８６回通常国会）に提出した。「小規模基本法案」は、小規模企業の振興に関する施策について、総合的かつ計画的に、そして国、地方公共団体、支援機関等が一丸となって戦略的に実施するため、政府が基本計画を閣議決定し、国会に報告する等の新たな施策体系を構築するものである。また、「小規模支援法案」は、商工会及び商工会議所が市町村や地域の金融機関等と連携して、小規模事業者の意欲ある取組を強力に支援するための体制を整備するものである。両法案は、平成２６年６月２０日、第１８６回通常国会において成立、６月２７日に公布され、小規模基本法は即日施行された。小規模支援法については、９月１２日に閣議決定された政令により、９月２６日に施行されることとなっている。

（１）小規模企業振興に係る「基本計画」の制定を義務づけ、地方経済の将来像と小規模企業の進むべき指針、地域循環型ビジネスモデル、そのための連携・組織対策の役割等を示すこと。【実現】
小規模基本法では、小規模企業の振興の基本原則として、小企業者（概ね従業員５人以下）を含む小規模企業について、中小企業基本法の基本理念である「成長発展」のみならず、技術やノウハウの向上、安定的な雇用の維持等を含む「事業の持続的発展」を位置づけるとされており、小規模企業施策について政府が５年間の「小規模企業振興基本計画」を定め、国会に報告し、政策の継続性・一貫性を担保する仕組みを作るとされている（同法第１３条）。中小企業政策審議会が９月１２日、経済産業大臣に答申した同基本計画案では、「小規模企業の振興に関する施策についての基本的な方針」として「４つの目標」を掲げている（１．需要を見据えた経営の促進、２． 新陳代謝の促進、３． 地域経済の活性化に資する事業活動の推進４．地域ぐるみで総力を挙げた支援体制の整備）。この目標の実現に向け、「小規模企業の振興に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策」として、１０の重点施策が示されており、このうち「（重点施策９）支援体制の整備」では、「地域の小規模企業が他の事業者との連携・組織化を進める上で、組合が果たす役割は大きく、中小企業団体中央会・商店街振興組合連合会は、小規模企業の課題に応じた多様な組合活動を支援していくことが求められる。」とされている。

国では、基本計画案の策定に当たり、小規模企業者、地方公共団体、支援機関それぞれの立場から広く意見を得るため、全国９都市で、８月１２日（火）～２６日（火）にかけて、地域の意見交換会を開催した。

（２）小規模企業や小規模企業で組織する組合等が取り組みやすい使い勝手のいい少額補助金の制度を拡充すること。【一部実現】

　　国では、持続的な経営に向けた経営計画に基づく小規模事業者の地道な販路開拓（創意工夫による売り方やデザイン改変等）などの取り組みを支援するため、それに 要する経費の一部を補助する「小規模事業者持続化補助金」（補助上限額５０万円。雇用を増加させる取組みについては１００万円）の第一次公募第一次受付を平成２６年２月２７日から３月２８日まで、第一次公募第二次受付を平成２６年３月２９日から５月２７日まで行い、５月２日と７月１日にそれぞれ採択事業者を公表した。昨年秋に公募が行われた「小規模事業者活性化補助金」（補助上限額２００万円）と比較して補助率（総事業費の３分の２）こそ変わっていないものの、補助金額の下限については設定されなかった。ただし、中小企業等協同組合については、補助対象者に該当しないとされている。

（３）中山間地域における生活基盤の確保、地域コミュニティの維持を図るための商工業振興を拡充すること。【一部実現】

　 　平成２５年度補正予算及び平成２６年度予算において、商店街等及び中小小売商業の活性化に向けた各種事業が創設、維持されているものの、中山間地域における生活基盤の確保等という観点からは、更なる支援策の充実が求められる。

（４）個人が創業するため協働組織である企業組合制度の強化をはじめ雇用促進を図る創業･起業支援策の拡充を行うこと。【一部実現】

　　企業組合制度の強化について、特段の措置は講じられていない。創業・起業支援策については、新たな需要や雇用の創出等を促し、我が国経済を活性化させることを目的に、新たに創業（第二創業を含む）を行う者に対して、その創業等に要する経費の一部を助成する「創業補助金（創業促進補助金）」が平成２５年度補正予算で措置された。平成２４年度補正予算で措置されていた「地域需要創造型等起業・創業促進補助金」と比べ、補助対象者として新たにＮＰＯ法人が加えられたことや、地方自治体の補助金との重複利用が認められるなど、一部で制度の拡充が図られた。

（５）小規模企業を対象とした高度化融資は、国単独の支援のもとで行う制度とすること。【未実現】

　　現在までに、大きな見直しや制度変更等は行われていない。平成２３年５月より実施されている電力需給対策のための高度化事業の拡充については、平成２６年３月末までとされていたが、平成２９年３月末までの時限措置として引き続き行われている。

（６）マル経（小規模事業者向け融資制度）の全国レベルの利子補給制度を創設すること。【一部実現】

　　平成２６年４月より、小規模事業者経営改善資金融資（マル経融資）における融資上限額が１，５００万円から２，０００万円に引き上げられた。（ただし、１，５００万円超の融資を受ける場合には、融資前に事業計画を作成し、融資後に融資残高が１，５００万円以下になるまで、経営指導員による実地訪問を半年毎に１回受ける必要がある）。国の予算は拡充されたものの全国レベルの利子補給制度が創設されるまでには至らなかった。

（７）地場産業や伝統的工芸等の職人の技能伝承への支援を強化すること【一部実現】

　　 「伝統的工芸品産業の振興に関する法律（以下、伝産法）」に基づき、これまでも実施されている「伝統的工芸品産業支援補助金」の平成２６年度の第１次公募が１月２１日から２月４日まで行われ、以降、第３次公募まで行われている。本事業は、組合、団体及び事業者等が実施する事業の費用の一部を国が補助することにより、伝統的工芸品産業の振興を図ることを目的としており、昨今の生活様式の変化や安価な輸入品の増大による需要の低迷等の課題に直面し、伝統的技術・技法の継承が危機的状況にあるとの認識の下で実施されている。この中で、振興計画（伝産法第４条）に基づく事業として、後継者育成事業（後継者・従事者育成事業、若年層等後継者創出育成事業）が実施されている。

２．中小企業組合の設立要件や員外利用制限の緩和、共済金額の引上げなど、中小企業等協同組合制度の強化を図ること。【一部実現】

　　通常国会において、第４次地方分権一括法が成立し、この改正に伴い、中小企業等協同組合法における所管行政庁について、これまで都道府県を越えない地区の組合で国土交通大臣の所管に属する業種の一部は、国土交通大臣（運輸局長等）の認可が必要であったが、平成２７年４月１日に道府県知事に移管されることとなった。
３．防災・減災、ＢＣＰ（事業継続計画）策定普及等社会的な課題の解決に取り組む中小企業組合等への助成措置を強化すること。【一部実現】

　　平成２５年１２月１１日、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」が公布・施行された。国土強靭化に関する施策の総合的・計画的推進のため、内閣に国土強靱化推進本部（本部長：内閣総理大臣）が設置され、１２月１７日に同本部から「国土強靱化政策大綱」が公表された。この「第１章 基本的考え方」において、「企業のＢＣＰ（緊急時企業存続計画又は事業継続計画）／ＢＣＭ（事業継続マネジメント）の取組を一層促進するとともに、一企業の枠を超えて、業界を横断する企業連携型のＢＣＰ／ＢＣＭの取組を、支援措置の充実や的確な評価の仕組み等の制度化も考慮しつつ推進する。」と明記されている。

全国中央会では、組合が大規模地震等の様々な緊急時に備えた事業継続の拠点的役割が果たせるよう、平成２４年度に「組合向けＢＣＰ策定運用ハンドブック」を作成しており、本ハンドブックの普及の一環として平成２４～２５年度に開催した「組合ＢＣＰ普及セミナー」を平成２６年度も開催している。
５．中小企業団体中央会の支援体制の強化・拡充 
【要望事項】
１．中小企業等協同組合法に規定する中小企業団体中央会の事業を毎年度確実に遂行できるよう、中小企業連携組織対策推進事業の拡充強化すること。

国は、中小企業団体中央会の取り組む連携組織対策推進事業の予算が安定的に確保・増額されるよう、都道府県への働きかけをさらに強化すること。

２．組合が行う新商品・新サービスの開発、新市場開拓を効果的に行うコーディネート力の向上を図るため、中小企業大学校等における中央会指導員及び組合関係者等の人材育成体制を拡充すること。

******************************************************************************

【経過】

１．中小企業連携組織対策推進事業の拡充強化【一部実現】

　　中小企業の運営、事業展開を専門的に支援している中小企業団体中央会に対する「中小企業連携対策事業費補助金」については、いわゆる「三位一体の改革」により、平成１８年度より税源とともに都道府県に移譲され、それぞれの裁量に委ねられているが、以降の補助金の予算措置状況については、縮減傾向にあり、中小企業連携組織対策が大きく後退していると言わざるを得ない。

そこで全国中央会は、平成２５年１２月９日、全国商店街振興組合連合会（全振連）とともに、全国知事会を訪問し、全国知事会山田啓二会長（京都府知事）宛に「中小企業連携組織対策事業予算の拡充・強化」及び「商店街振興組合指導事業への予算措置等に関する要望」を手渡し、都道府県中央会及び商店街振興組合に対する予算等の一層の拡充を申し入れた。

１２月２４日、平成２６年度予算案が閣議決定し、平成２６年度の地方財政収支の見通しが発表された。

これによると、平成２６年度の地方財政の規模は、８３兆３，７００億円と対前年度比１兆４，５００億円、１．８％増となった。地方が地域経済の活性化に取り組みつつ、安定的に財政運営を行うことができるよう、平成２６年度においては、地方交付税等の一般財源総額について、社会保障の充実分等を含め、平成２５年度の水準を相当程度上回る額を確保することを基本として地方財政政策を講じることとされた。

また、平成２６年度連携組織対策推進事業費補助金は、５億５，５４６万円（前年度比６６７万円増）となった。

　　なお、平成２６年度予算は３月２０日成立した。
　　全国中央会では、６月１７日に開催された通常総会において、「中小企業対策に関する要望」の緊急決議を行い、中小企業団体中央会をはじめとする支援機関の強化に向けた措置を講ずるよう、政府与党に対し要望を行った。

２．コーディネート力向上等を図るための中央会指導員及び組合関係者等の人材育成体制の拡充【一部実現】

中小企業団体中央会は、同業種・異業種の業態別に数多くの会員を傘下に抱えているため、中央会指導員等は、農商工連携、ものづくり、エネルギー対策、海外展開等新たな事業に取り組むための様々な専門的知識が求められる。

こうした知識の取得に当たっては、中小企業と支援機関の「人づくり」の場である中小企業大学校等の外部研修機関を活用することが有効である。

平成２６年度において、中小企業大学校では、中央会指導員等のニーズに対応した研修等を実施することとしている。

また、中小企業大学校等における支援人材の育成のための予算措置については、平成２６年度以降、更なる支援を引き続き要望していく必要がある。

また、組合の新たな事業展開に当たっては、組合事務局の強化が不可欠である。組合事務局に勤める中小企業組合士等のスキルアップを図る「高度専門知識涵養研修会費（組合士スキルアップ研修費）」は、平成２５年度とほぼ同程度の予算措置が行われている。

６．公正な競争環境の整備 

【要望事項】
１．不公正な取引方法に対する規制強化

（１）審判制度を廃止する独占禁止法改正法案の早期成立を図ること。また、公正取引委員会が行う「行政調査」の手続きにおいて、事業者の権利を保障する法的措置を講じること。

（２）優越的地位の濫用や不当廉売、不当表示などの違反行為に対して一層積極的かつ迅速に対処するとともに、差別対価に関する運用指針を早急に作成し、大手スーパー・量販店の巨大化を踏まえた適正な競争ルールを確立すること。
（３）不公正取引の影響が顕著な業種について、新たに不当廉売や優越的地位の濫用等に関する業種別ガイドラインを作成するとともに、制定後２０年以上経過している「流通取引慣行ガイドライン」を見直すこと。
２．下請法の厳格な運用と周知徹底

（１）円安等による原材料費高騰分を価格転嫁できず、実質的に対等な取引ができない中小企業の自立性が損なわれることのないよう、立入検査を含め下請取引適正化法を厳格に運用すること。

（２）サプライチェーンの強靭化を図るための業種別下請ガイドラインの業種拡大と周知徹底を図ること。

******************************************************************************

【経過】
１．公正な競争環境の整備

（１）
独占禁止法改正法案の早期成立と事業者の権利保障のための法的整備【一部実現】

公正取引委員会審判制度の廃止を盛り込んだ改正独占禁止法が平成２５年１２月７日参議院本会議において可決、成立し、１２月１３日に公布された（施行予定期日は公布の日から起算して１年６月を超えない範囲内で政令で定める日）。これにより、事後審判を廃止され、公正取引委員会の命令の適否を裁判所で審理するよう改正された。

これに伴い、公正取引委員会が事件の調査を行う手続について、他の行政手続との整合性を確保しつつ、事件関係人が十分な防御を行うことを確保する観点から必要な検討を行うため、内閣府に「独占禁止法審査手続についての懇談会」が設置され、平成２６年２月２８日に第１回会合が開催され、パブコメも終了し、本年１２月には報告書がとりまとめられる予定である。中小企業の要望を積極的に伝えてきたが、その主な内容は、取調べの最中にメモの録取や弁護士の立会い等が認められていないなど取り調べられる企業側の権利保護が十分とは言えない状況にある。とりわけ、法務部等法的な専門部署を持たない中小企業にとっては公正取引委員会からの取り調べへの対応は大きな負担となり、事業存続が危ぶまれるような深刻な問題が生じていることから、中小企業の実情を踏まえ粘り強く対応していく。

（２）優越的地位の濫用等への厳格な対処と差別対価に関する運用指針の作成【一部実現】

公正取引委員会は、平成２６年５月２８日付で「平成２５年度における独占禁止法違反事件の処理状況について」を公表した。その中で「中小事業者等に不当な不利益をもたらす不公正な取引方法」として公正取引委員会が行った行政処分は以下の通りである。

優越的地位の濫用事件　法的処置件数１件（課徴金額１２億８７１３万円）、
注意件数５８件

不当廉売事件　注意件数１３６６件（内、酒類８４７件、石油製品４５２件）

消費者庁は、平成２６年７月９日付で平成２５年度の景品表示法の運用状況について公表した。件数等は以下の通りである。

調査件数　８６８件（前年度繰越分１８０件を含む）

措置命令件数　４５件（２４年度：３７件、２３年度：２８件）

指導件数　３７３件

都道府県への移送　１５件

公正取引委員会への移送　３３件

相談件数　２０６４６件（２４年度：１７２４９件、２３年度：１７２０５件）

差別対価に関する運用指針については未だ作成されていない。
また、「流通取引慣行ガイドライン」については、平成３年に施行されて以来２０年以上見直しが行われてこなかったが、本年６月に閣議決定した規制改革実施計画で、その見直しが示されたところである。この間、大手流通業者の交渉力の巨大化とネット通販業者の成長など、市場構造が大きく変化する中、同ガイドラインによる規制が、過度な価格競争やブランド力の低下等を招いていることから、現在の市場構造の実態や諸外国の制度等を踏まえ、具体的な見直しに当たっては、事業者にとって理解しやすい実効性のあるものとするよう引き続き要望している。
２．下請法の厳格な運用

（１）立入検査を含めた下請法の厳格な運用【一部実現】

平成２４年度の下請法に基づく指導件数は４，５５０件に対して２５年度は４，９４９件と過去最多を４年連続して更新を続けている。

（２）業種別ガイドラインの更なる推進【一部実現】

　　　「業種別下請ガイドライン」の更なる業種拡大はまだ行われていないが、ガイドラインの改定は全１６業種で実施された。
７．官公需対策の強化
【要望事項】
１．官公需対策の拡充
（１）国等は、「平成２５年度中小企業者に関する国等の契約の方針」で示した中小企業・小規模事業者向けの契約目標額及び過去最高となった目標率を上回る契約実績を達成すること。
（２）競り下げ方式（リバースオークション）導入は絶対に行わないこと。
（３）公共調達において、採算性を度外視した低価格入札が行われないようにするため、国等は最低制限価格制度を導入するとともに、低入札価格調査制度を厳格に活用することにより、適正価格での発注を行うこと。
（４）各発注機関は、分離・分割発注の推進に努めること。
（５）少額随意契約をさらに活用するとともに、その適用限度額を大幅に引き上げること。
（６）きめ細かな官公需相談業務を展開するため、「官公需総合相談センター」の機能を充実・強化すること。
（７）東日本大震災被災地の復興等を加速させるため、主任技術者及び監理技術者の専任義務要件を早急に緩和すること。
２．官公需適格組合の更なる活用
（１）国及び地方公共団体は、官公需適格組合制度の周知徹底及び受注機会の増大を図ること。
（２）官公需適格組合が、公共性のある施設や工作物等であって一定金額以上の工事を受注しようとする場合に必要とされる監理技術者について、組合員企業からの在籍出向を認めること。
******************************************************************************
【経過】
１．官公需対策の拡充
（１）中小企業・小規模事業者向け契約金額の大幅増額【実現】
「平成２６年度中小企業者に関する国等の契約の方針」は、平成２６年６月２７日に閣議決定され、公表されている。中小企業・小規模事業者向け契約目標額は４兆３，７４４億円（前年度比１，８４２億円）、官公需総予算に占める目標割合は過去最高の５６．７％（前年度比０．１％増）となった。
なお、平成２５年度の中小企業・小規模事業者向け契約実績額は、平成２５年度の補正予算関連事業において中小企業・小規模事業者への受注が積極的に図られたこともあり、４兆２，７７９億円(前年度比４，７１２億円増)となった。
また、「国等の契約の方針」を踏まえ、中小企業・小規模事業者の受注機会の増大に努めるよう要請する旨の文書が経済産業大臣名で各府省大臣、都道府県知事、市町村長等に対して発出されており、中小企業・小規模事業者向け契約金額が増加するか、また過去最高の目標に応じた実績となるかについて注視する必要がある。
（２）競り下げ方式の活用反対【実現】
物品や資材の政府調達に際し、インターネット上で何度も入札できる「競り下げ方式（リバースオークション）」は、低価格競争を助長し、中小企業者の事業環境に悪影響を及ぼすだけでなく、官公需関係組合の存在を揺るがす大きな問題であるが、平成２５年５月に内閣官房行政改革推進本部事務局より「競り下げ試行の検証結果の概要」が公表され、そこでは、「調達方策としての競り下げについては、今後、各府省庁において、個別案件の状況に応じて実施の適否を判断することが適当と考えられる。」とされ、各府省庁ごとの判断により実施されることとなった。
平成２６年１月２０日に開催された行政改革推進会議（第９回）の席上配布された資料によると、平成２５年度上半期において、競り下げは、法務省２件、文部科学省８件、農林水産省３件、経済産業省１件の計１４件と行われたが、競り下げの本格的な実施は見られなかった。
（３）最低制限価格制度の導入と低入札価格制度の厳格な活用【未実現】
過度な低価格入札が横行し、採算割れに加えて不良工事や事故等の危険性も高まっているため、平成２６年６月４日に公布・施行された公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律では、入札金額の内訳を記載した書類提出の義務化が盛り込まれており、適正価格での発注実現への期待が高まっている。
更なる改善のためには会計法令の改正も必要となるが、この点については現在のところ進展は見られない。
（４）分離・分割発注の推進【未実現】
「平成２５年度中小企業者に関する国等の契約の方針」にて、「商品等を種類ごとに分離又は契約期間を一定期間ごとに分割するなど、分離・分割発注するよう努める」ことが新たな措置として講じられることとなった。今後、分離・分割発注の実績確認及び事例収集等を実施し官公需契約の手引にて紹介する等広く周知していく必要がある。
（５）少額随意契約の活用と適用限度額の大幅引上げ【未実現】
予算決算及び会計令並びに地方自治法施行令により、少額の契約案件については随意契約制度が活用できることとなっているほか、国等の物件の買入れについて中小企業組合と契約する場合は、予算決算及び会計令において随意契約によることができることとなっているものの、あくまで原則は一般競争入札であり、随意契約は例外という扱いである。
中小企業組合は、除雪や災害復旧、特に、建設業、電気工事業、水道工事業、石油製品販売業など地域のライフラインの保全･強化に役立っている。随意契約に係る説明責任を強化しつつ、調達目標が効果的に達成できるよう積極的な活用に努めるべきである。
また、適用限度額については、中小企業の受注機会の増大を図る観点からも大幅に増やす必要があるものの、現在のところ進展は見られない。
（６）「官公需総合相談センター」機能の充実・強化【未実現】
中小企業・小規模事業者等から官公需に対する、例えば、官公需契約への参加の仕方、発注情報、適格組合証明取得等に関する相談があり、きめ細かな官公需相談業務を強化するため、「官公需総合相談センター」に対する予算措置を講じる必要があるが、現在のところ進展は見られない。
（７）主任技術者等の専任義務要件の緩和【実現】
主任技術者の専任義務要件については、東日本大震災被災地限定で緩和が認められていたが、平成２６年２月に全国に拡大された。
これにより、人材の有効活用や補正予算の執行等による入札不調の防止につなげていくこととしている。
２．官公需適格組合の更なる活用
（１）官公需適格組合の受注機会の増大【一部実現】
地方公共団体への周知については、官公需対策における政府一体の取組みとして、毎年、経済産業大臣から各都道府県及び政令指定都市の首長に対し、国等の契約の方針に鑑み中小企業の受注機会の増大のための措置の積極的導入と各都道府県知事に対しては各市町村への周知を図る旨の要請が行われている。これらに加え、平成２６年度においては経済産業大臣から直接各市町村長にまで拡充し周知を図るとともに、官公需確保対策地方推進協議会を全国５０ヵ所で開催し、地方の実情に即した受注機会の拡大を図るよう更なる周知徹底が図られた。

今後は、官公需適格組合への受注機会の拡大とそれに伴う受注実績についても注視する必要がある。

（２）組合員企業からの監理技術者の在籍出向【未実現】
一定要件を備えた親子会社やグループ企業においては、監理技術者の在籍出向を認めているが、官公需適格組合については共同受注体制が整備されていることを国が証明したものであるにも拘わらず、現状では、不良・不適格業者と同様の取扱いとなっている。
このため、中小企業庁事業環境部取引課を通じて所管である国土交通省土地・建設産業局建設業課に対して継続的に要望を行っているものの、現時点において実現に至っていない。
８．海外展開支援・ＴＰＰへの的確な対応
【要望事項】
１．「日本再興戦略」における中小企業の海外展開に関する支援について、必要な情報、マーケティング、人材の育成・確保、海外からの投資等一体的総合的に行う体制をさらに整備するとともに次の支援策を拡充すること。

（１）事前相談の体制強化

（２）Ｆ／Ｓ（フィージビリティ・スタディ）支援事業の拡充

（３）産地組合等の海外見本市・展示会への出展等費用の助成

（４）国内展示会への海外バイヤーの招聘

（５）海外人材確保・定着支援事業の継続

２．ＴＰＰについては、情報収集力に乏しい中小企業に対して速やかに情報開示を行うとともに、部品・中間財の関税撤廃による生産拠点の効率化、国内外の特許等の取得・維持、政府調達における地域中小企業への影響緩和等への十分な支援策等を早期に講じること。

特に、悪影響の生じる恐れがある農業等の業種・分野に対しては、農林水産業に係る連携・組織化支援をはじめ地域経済への影響を克服するために次の対策を強化すること。

（１）中小企業組合及び組合員が参画した６次産業化

（２）農林水産業に係る職業訓練を通じた創業･起業化

******************************************************************************
【経過】

１．海外市場獲得のための支援の充実【実現】

「日本再興戦略」（５年間で新たに１万社を目標とする）での「国際展開する中小企業・小規模事業者の支援」で示されているハンズオン支援体制の拡充・強化、海外現地支援プラットフォームの整備を着実かつスピーディーに実施するため、平成２５年度補正予算、及び平成２６年度予算において、各種事業が創設・維持された。

（１）
中小企業・小規模事業者海外展開戦略支援事業【平成２６年度予算：３１億円（新規）】

海外展開に向けた実現可能性（Ｆ／Ｓ）調査や国内外展示会出展支援を通事、海外販路開拓を支援する。具体的には、展示会出展・Ｆ／Ｓ調査支援や情報提供事業に加え、決済機能付き外国語ＨＰの作成支援、「中小企業海外現地支援プラットフォーム」の拡大や海外現地常設ショールームの設置等の支援を行う。

（２）
小規模事業者等ＪＡＰＡＮブランド育成事業・地域産業資源活用支援事業【平成２６年度予算：１４．６億円（新規）】

複数の中小企業・小規模事業者が連携し、自らが持つ素材や技術、地場産品・伝統工芸品等の強みを踏まえた戦略を策定し、商品の開発や海外展示会への出展等を支援することにより、海外販路開拓の実現を図る。

地域の資源を活用して中小企業・小規模事業者が行う、新商品・新サービスの開発、販路開拓等を支援する。

（３）中小企業・小規模事業者海外展開支援事業【平成２５年度補正：予算８億円】

中小企業海外展開現地支援プラットフォームによる海外進出時の個別の課題解決支援や専門家派遣による海外向け商品開発の支援のため、中小企業海外展開現地支援プラットフォーム・海外専門家派遣事業を実施する。

（４）中堅・中小・小規模事業者新興国進出支援専門家派遣事業【平成２５年度補正予算：１５億円】

新興国進出に取り組もうとする中堅・中小・小規模事業者に対し、新興国でのビジネス経験・ノウハウが豊富な企業ＯＢ等シニア人材を派遣し、事業リスクの高い新興国への進出支援を行う。

２．環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）交渉のタイムリーな情報提供【一部実現】

平成２５年３月１５日、内閣のＴＰＰ交渉参加表明を受けて、わが国は７月のマレーシア会合より参加、以降８月ブルネイ会合、１０月インドネシアで開催されたＡＰＥＣ会合、１２月シンガポール閣僚会合に出席した。

平成２６年２月２２～２５日シンガポールで再度開催された閣僚会合でＴＰＰ交渉最終決着に向けた議論が行われたが、分野別争点として、国により異なる規制・手続きの統一化、非関税分野を含む投資・金融サービス、国有企業、物品市場アクセス、関税撤廃、原産地規則、知的財産、労働などが残り、妥結には至らなかった。その後５月シンガポールにて閣僚会合が開催されたが、大筋合意は見送られた。７月オタワで首席交渉官会合が開催され、労働、検疫、金融サービスなど過半の分野が事実上決着したが、関税、知的財産、環境、国有企業の４分野は棚上げとなった。また９月現段階で合意目処は立っていない。９月ハノイで首席交渉官会合が開催されたが進展は見られなかった。
並行して日米交渉（閣僚・事務レベル）が適宜開催されているが、農産物重要５品目や自動車など双方の溝は深く、こちらも合意の目処は立っていない。

交渉状況については、ＨＰ等による関係情報の公開、説明会等が開催されるなど情報提供がなされているが、交渉内容について保秘義務が課せられているため十分な情報提供は難しい状況である。
なお、７月わが国はオーストラリアとのＥＰＡ（経済連携協定）に署名した。来年前半発効の予定であり、日豪間の経済関係がより緊密になるものと思われる。

Ⅱ．中小企業の活力強化
１．中小企業金融機能の拡充と成長戦略を具現化する金融支援の強化
【要望事項】
１．中小企業金融機能の拡充
（１）中小企業のニーズに合った各種金融支援策を継続・拡充すること。

　　　特に、円安による原材料・燃料等コスト増に伴う資金繰り、震災復興の資金需要、設備投資資金需要に万全の措置を講じること。

（２）金融機関によるコンサルティング機能をより一層発揮するなど中小企業金融円滑化法終了後の出口戦略への支援を継続・強化すること。

（３）公的金融機関である商工中金や日本政策金融公庫の役割・機能が引き続き発揮されるよう十分な措置を講じること。特に、商工中金は組織金融の担い手として、引き続き十分な政策機能が発揮できるよう必要な措置を講じること。
（４）中小企業倒産防止共済金の貸付を受けた者について、貸付時の共済金額の１０分の１控除の廃止等貸付制度を見直し、共済加入者の負担を軽減すること。
（５）中小企業基盤整備機構が自ら、小規模企業で組織する組合や卸商業団地及び都道府県に融資する高度化融資制度を創設すること。

（６）セーフティネット保証を拡充するとともに信用保証協会等の基金補助金を十分確保すること。
（７）協同組織金融機関である信用組合等の地域金融機能を今後とも堅持すること。

（８）ゆうちょ銀行の業務拡大が、協同組織金融機関の現場や中小企業の金融の円滑化に無用の混乱を来たさぬよう十分な配慮と必要な措置を講じること。

２．成長戦略を具現化する設備投資等金融支援

（１）不動産担保や個人保証に依存しない融資慣行をより一層、普及・推進すること。個人保証に過度に依存しない融資制度浸透の促進を図るため、「個人保証に関するガイドライン」を早期に策定すること。

（２）認定支援機関と国、自治体、専門家が連携し、中小企業の設備投資及び新事業展開等のための新たな資金ニーズの対応について万全を期すこと。

（３）創業・起業支援策を拡充すること。特に、日本政策金融公庫が行う創業時の計画立案・金融支援等はその機能を継続・強化できるよう措置を講じること。

（４）信用保証について、審査の弾力化、審査期間の短縮や迅速な手続き、事務の簡略化、各種保証制度のＰＲの充実等を図ること。

******************************************************************************

【経過】

１．中小企業金融機能の拡充
（１）各種中小支援策の継続・拡充【実現】

「好循環実現のための経済対策」(平成２５年度補正予算)における中小企業関係予算３，４０３億円、平成２６年度中小企業対策費予算１，８５３億円（政府全体）を計上。小規模事業者に着目した施策を拡充するとともに、ものづくりや海外展開への新たな挑戦、創業促進、消費税転嫁対策、中小企業・小規模企業事業者の事業再生の取組みを支援するものとなっている。補正予算では、中小企業・小規模事業者の資金繰り・事業再生支援として１，３５６億円、平成２６年度予算においては、同じく２８１．２億円を計上し、きめ細かな資金繰り支援を行う方針となっている。

また、被災中小企業等の復旧・復興支援として東日本大震災による被害を受けた中小企業・小規模事業者を対象とする「東日本大震災復興緊急保証」及び「災害関係保証」については、適用期限を平成２７年３月３１日まで延長する政令が３月２５日に閣議決定された。

（２）中小企業金融円滑化法後の出口戦略の継続【実現】

中小企業金融円滑化法が平成２５年３月に期限を迎えたが、中小企業が苦境に陥ることのないよう、金融庁は総合的な対応を打ち出した。金融機関に対して円滑化法終了後も、貸付条件の変更等や円滑な資金供給に努めることを金融監査マニュアル・監督指針に明記し検査・監督を徹底している。また、地域経済活性化支援機構の改組・機能拡充により地域の再生現場を強化するほか、信用保証協会による借換保証の推進により個別の中小企業者の資金繰りを支援することとした。更に、全国の財務局等に｢中小企業等金融円滑化相談窓口｣を設置し個別の相談・苦情・要望にきめ細かく対応している。　　　

 一方、中小企業庁では、中小企業・小規模事業者の経営改善に関する支援体制の強化を図るとともに、年度末及び年度明け以降の資金繰り支援を万全なものとしていくため、平成２５年３月に全国５８０か所に設置した｢経営改善・資金繰り相談窓口｣で積極的に資金繰り相談に対応している。また、中小企業・小規模事業者が抱える経営課題が複雑化、高度化、専門化する中で、相談ニーズにきめ細かく対応できる支援体制の構築のため、支援ポータルサイト「ミラサポ」を平成２５年７月に開設した。国や公的機関の支援施策・支援情報のみならず、今後は支援専門家の登録が進んでおり、経営相談も可能となっている。
また、中小企業・小規模事業者及び住宅ローン債務者の円滑な資金繰りに万全を期すとの観点から、政府全体として関係省庁が連携して継続的にこれらの事業者等の動向を把握していく体制を整備し、恒常的な実態把握と必要な措置についての連携を図るため、第１回中小企業金融等のモニタリングに係る副大臣等会議が平成２５年３月２２日に開催され、平成２６年２月２４日には第６回目の会合が開催された。この会合で「中小企業・小規模事業者のためのワンストップ年末特別相談会」を開催することが決定され、平成２５年１２月に全国５２カ所で開催された。
また、経営革新等支援機関（以下、「認定支援機関」という）による経営改善計画策定支援が行われているが、平成２５年１２月１３日には経営改善計画策定支援事業の運用見直しも行われ、効果的な経営指導が行われることが期待される。

（３）公的金融機関等の機能の維持・強化【一部実現】

「経営支援型セーフティネット貸付」に新たに「金融環境円滑化対応資金」を創設し、金融機関との取引状況の変化により資金繰りに困難を来している事業者に低利融資を行うこととした。また、「企業活力強化貸付」の拡充、「新創業融資制度」「新事業育成資金」といった創業支援関連制度の拡充も図られた（平成２５年度補正及び平成２６年度予算）。

商工中金は、平成２７年３月を目途として国の関与の在り方等が検討され、必要な措置が講じられることとなっている。現在、まだ目立った議論は始まっておらず、要望は実現していない。　

（４）倒産防止共済の貸付制度の見直し【未実現】

貸付時に共済金額の１０分の１を控除する制度の見直しには至っていない。

（５）高度化融資制度の充実強化【未実現】

中小企業基盤整備機構自らが卸商業団地及び都道府県等に融資するかたちでの高度化融資制度は実現していない。

（６）セーフティネット保証の要件拡充【未実現】

セーフティネット保証（５号）は本年３月３日から平時の運用へ移行され、不況業種の指定基準をリーマンショック前並に戻された。そのため、対象業種から外され資金繰りに影響を受ける中小企業が出てくることが予想されるが、それに対しては日本公庫等の「経営改善・資金繰り相談窓口｣で相談を受け付けて対応を検討していくこととなっている。

（７）信用組合に対する支援強化【一部実現】
関東経済産業局では「金融連携プログラム２０１４」を策定し、地域金融機関との協力関係を構築するなど、信用組合への協力・支援体制が整えられてきている。

一方、金融円滑化法の期限が到来し、信用組合を含む金融機関は他の金融機関と連携し条件変更等の申し込みを行った中小企業者に対し適切に対応することが求められている。信用組合が、地域中小企業の要請に積極的に応えられるよう、中小企業政策金融機関の代理業務並びに国庫歳入金の収納業務の取扱いの要件緩和、拡大措置を講じる必要があるが、それについては実現されていない。

（８）ゆうちょ銀行の業務拡大に係る十分な配慮と必要な措置【未実現】

政府の郵政民営化委員会は平成２４年１２月１８日、ゆうちょ銀行が申請していた融資業務の参入を条件付きで容認した。住宅ローンについては直営店８２店に限定(２年間)され融資限度は２億円、法人向け融資は大企業に限定され中小企業向け融資は見送られた。現時点では、金融庁は認可に慎重であり、認可の可否を判断する段階にないとコメントしている。

２．成長戦略を具現化する設備投資等金融支援

（１）個人保証に過度に依存しない融資慣行の普及とガイドラインの早期策定【実現】

流動資産担保融資保証制度（ＡＢＬ）、売掛債権担保融資等、不動産担保や人的保証に過度に依存しない融資形態が構築されてきている。平成２５年５月２日に公表された金融庁及び中小企業庁の「中小企業における個人保証の在り方研究会報告書」の内容も踏まえて具体的にガイドラインを策定するため「経営者保証に関するガイドライン研究会」が設置され、８月から検討を行ってきた結果、１２月５日にガイドラインが公表され、平成２６年２月１日から施行された。

（２）認定支援機関と国、自治体、専門家が連携した新たな資金ニーズへの対応【実現】

「中小企業金融円滑化法の最終期限を踏まえた中小企業の経営支援のための政策パッケージ」（平成２４年４月２０日、内閣府・金融庁・中小企業庁）において全国４７都道府県において、各県・市信用保証協会を中心に地域金融機関、政府系金融機関、地方公共団体、再生支援協議会、経営革新等支援機関等が連携し、中小企業の経営改善・事業再生支援を推進するため、｢中小企業支援ネットワーク｣を構築している。

また平成２６年度予算において、「中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業」（４１．２億円）が認められ、中小企業の経営支援体制を強化するため、①既存の支援機関では十分に解決できない経営相談に対する「総合的・先進的経営アドバイス」、②事業者の課題に応じた適切な「チームの編成を通じた支援」、③「的確な支援機関等の紹介」等の機能を有する「常設拠点（よろず支援拠点）」を各都道府県に設置するとした。相談内容に応じて、支援機関・専門家を紹介する等、適切な支援が可能な者につなぎ、また、窓口を通じ、支援施策の改善要望等を汲み取り、国・自治体等へ報告するなど、支援団体の効果的な連携が期待されており、「よろず支援拠点」については、平成２６年６月２日にまず４０拠点が開設され、６月３０日に残り7拠点も開設された。
（３）創業・起業支援策の拡充【実現】

「企業活力強化貸付」の拡充、「新創業融資制度」「新事業育成資金」といった創業支援関連制度の拡充が図られた（平成２５年度補正及び平成２６年度予算）。

（４）信用保証の審査の弾力化、迅速な手続き、各種保証制度のＰＲの充実等【一部実現】

各種保証制度のＰＲは支援サイト「ミラサポ」の活用などにより充実が図られた。
一方、信用保証の審査の弾力化や迅速な手続、事務の簡略化については実現していない。
２．設備投資の促進等中小企業関係税制の拡充
【要望事項】

１．設備投資等の促進を支援する税制

（１）成長力の強化に向けた新製品・高付加価値製品の製造、生産性の向上、省エネ、耐震化、システムの効率化を図るソフトウェア等設備投資を促進するための特別措置（即時償却、税額控除措置等）を創設すること。

（２）中小企業の設備の新陳代謝を促進するため、中小企業投資促進税制の大幅な拡充（①ソフトウェア、中古設備等の適用対象資産の拡大、②償却率３０％及び税額控除率７％の引上げ等の上乗せ措置の創設、③資本金３，０００万円以下から１億円以下の全ての中小企業を対象とする対象企業の拡大）を早期に図ること。

（３）中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例を延長するとともに３０万円未満の対象資産の引上げ及び現行３００万円までの取得合計額を６００万円までに引上げ等の拡充を図ること。

（４）エネルギー環境負荷低減推進税制（グリーン投資減税）について、適用期限を延長するとともに即時償却の対象範囲を拡大するなど制度の強化を図ること。

（５）減価償却制度は、償却期間が長すぎることから、短縮化、簡素化をさらに図ること。

（６）償却資産に係る固定資産税は、設備投資及び雇用拡大の阻害要因となっていることから、廃止すること。

２．研究開発・創業促進を支援する税制

（１）研究開発税制の対象となる人件費の「専ら」従事する要件を中小企業の実態に即して柔軟な取扱いとするなど中小企業に使い勝手がよくなるよう改善すること。

（２）研究開発税制について、国内産業の先端的なものづくり機能の空洞化を阻止するため、①増加型の５％の税額控除率を３０％以上への引上げ、②増加型の繰越制度の創設、③上乗せ措置（増加型・高水準型）の恒久化、④総額型の繰越期間を１年間から５年間に延長すること。

（３）創業時の中小企業の負担を軽減するため、創業後５年間の法人税の減免及び会社設立時の登録免許税を廃止すること。

（４）起業家への投資拡大を図るため、エンジェル税制について、創業３年以内を５年以内への延長、売上高成長率２５％等の適用要件を緩和するととともに、個人投資家の投資額の所得控除の上限額を引き上げる等拡充を図ること。

３．中小企業の経営基盤を強化する税制
（１）税法上の中小企業の基準について、中小企業基本法の定義を念頭に、資本金１億円以下から３億円以下へと拡大すること。

（２）中小法人の軽減税率を１５％から１１％以下に引き下げ、恒久化を図るとともに、適用年間所得（現行所得８００万円以下）を大幅に引き上げること。

（３）中小企業の交際費課税の特例について、資本金基準を１億円から３億円に拡大し、全額損金算入とし、恒久化すること。

（４）個人事業者の経営基盤を強化するため、青色申告者の事業主報酬の損金算入、６５万円の青色申告の特別控除の拡充、２９０万円となっている事業主控除制度の拡充を図ること。

（５）雇用者数の増加１人当たり４０万円を税額控除する雇用促進税制を延長すること。

（６）役員給与は、職務執行における対価であることから、原則、全額損金算入とすること。

（７）地球温暖化対策税については、燃料価格が高騰していることから、平成２６年４月と２８年４月の２回にわたり引き上げられる予定となっているが、これを見送ること。

（８）軽油引取税及び揮発油税の特例税率は目的税から普通税になったことで、課税根拠を失っており、廃止すること。

（９）廃棄物・リサイクル対策や環境汚染の防止などに係る環境関連税制措置の延長及び対象となる施設・設備の範囲、償却率、課税標準特例を充実すること。

（10）自己資本充実を抑制する留保金課税は廃止すること。

（11）印紙税を早急に廃止すること。

（12）貸倒引当金や賞与引当金、退職給付引当金を損金算入扱いとすること。

（13）中小企業が海外展開するため、受取配当金を全額益金不算入とするとともに海外展開に必要な市場開拓、販売促進に係る費用等を税額控除とする措置を講じること。

（14）中小企業の事業再編・事業再生の取組みを推進するため、組織再編の際の移転資産に対する消費税負担及び譲渡損益課税負担の軽減、損益通算措置を行うとともに事業再生の際の私的整理への減損会計の適用、産活法に基づく第二会社方式による認定企業の固定資産税の負担軽減を図ること。

（15）商業地等における固定資産税・都市計画税の負担水準の上限を７０％から６０％へ引き下げること。

（16）ホテル・旅館の建物等の固定資産税評価額算定に当たり、耐用年数の大幅な短縮を図るなど低減措置を講じること。

（17）会社法の見直しにおける監査役設置会社の登記に関する登録免許税を非課税措置とすること。

４．事業用資産の承継を促進する税制
（１）事業承継税制について、納税猶予の対象となる発行済議決権株式の総数の３分の２要件を撤廃し、１００％とするとともに、非上場株式等に係る相続税の納税猶予割合を１００％へ引き上げること。

また、後継者死亡時点まで納税が免除されないことから、納税免除を納税猶予開始後５年経過時点とすること。

（２）法人経営のために担保提供した個人資産の相続税の評価方式を見直すこと。

（３）財産評価基本通達における取引相場のない株式の評価方法を抜本的に見直すこと。

（４）個人事業者における円滑な事業承継を促進するための措置を講じること。

５．地域中小企業の負担軽減
（１）地方法人特別税は、暫定措置として導入されたものであり、今時の消費税引上げにあわせて撤廃すること。

（２）中小企業に対する事業所税を廃止すること。

（３）法人事業税の外形標準課税を廃止すること。

６．組合関係税制

（１）組合の所有する共同施設の新陳代謝を図るため、生産性、エネルギー効率の高い最先端設備への入れ替え等を促進する税制措置を講じること。

（２）効率的に設備過剰の解消を図ることができるよう、組合が計画した設備廃棄、設備集約化に対する減免措置を講じること。

（３）企業組合、協業組合を含めて、中小企業組合の法人税の軽減税率を１１％以下に引き下げ、恒久化を図るとともに、適用年間所得を大幅に引き上げること。

（４）個人の創業と雇用創出を担う企業組合の設立促進に向けて、設立後５年間法人税を免除するなどの税制措置を講じること。

（５）団地組合の組合員の倒産等により、団地内不動産を一時取得する場合の登録免許税・不動産取得税について減免措置を講じること。

（６）事業協同組合等に対する法人住民税（均等割）については法人税率と同様に一律の軽減税率を適用すること。

（７）特定共済組合の異常危険準備金を損金算入の対象とすること。

（８）地震保険料控除制度に地震火災費用見舞金、地震見舞金を給付する火災共済も対象とすること。

（９）共同施設の借入金償還に係る賦課金と減価償却費との差額への非課税措置を講じること。

（10）高度化資金の返済金や高度化資金で建設した施設の修理費等を組合が積立金に繰り入れたときは、全額損金算入できるようにすること。

（11）商品券の未引換分の収益計上の時期の規定の延長など法人税基本通達に定めた規定を見直すこと。

７．経済社会の変化に対応した税制改正

（１）中小企業の申告負担の軽減を図るため、自治体ごとに異なる申告書類様式や手続の統一化を行うこと。

（２）納税協力費用相当分の税額控除制度を創設すること。

（３）社会保障・税番号導入時に際しては、事業者の新たな納税事務負担等の軽減を図るための対策を具体的に示すこと。

（４）震災復興、地域貢献に取り組む中小企業団体中央会に対する寄附金制度を拡充すること。

******************************************************************************
【経過】

１．税制改正に係る要望
　　本会では、平成２６年度税制改正に向けて、「平成２６年度中小企業・中小企業組合関係税制改正に関する要望」を政府・自由民主党に提出するとともに、本大会決議について、都道府県中央会の協力も仰ぎ、各政党、政府・国会各方面へ中央・地方両面から強力に要望陳情活動を行い、決議の実現に向けた要請を行った。
また、平成２５年１１月２０日には、日本経済団体連合会、日本商工会議所、日本百貨店協会、全国商工会連合会、全国商店街振興組合連合会とともに、「消費税の複数税率導入に反対する意見」を表明した。

２．平成２６年度税制改正
自由民主党は、１２月１２日、秋に取りまとめられた「民間投資活性化等の税制改正大綱」における税制措置を含む「平成２６年度税制改正大綱」をとりまとめ、引き続き、公明党と与党税制協議会を開催し、与党としての「平成２６年度税制改正大綱」を決定した。

これを受けて、政府は、１２月２４日、「平成２６年度税制改正の大綱」を閣議決定した。

その後、国税関係の改正法案である「所得税法等の一部を改正する法律案」等が平成２６年２月４日に、地方税関係の改正法案である「地方税法等の一部を改正する法律案」が２月７日に閣議決定し、国会に提出された。また、地域間の税源の偏在性を是正するための地方法人税の創設に伴う「地方法人税法案」が２月７日に閣議決定し、国会に提出された。

これらの法案は、国会の審議を経て、３月２０日、参議院本会議において可決、成立し、３月３１日に公布された。
３．法人税改革の動き

安倍総理大臣が１月のダボス会議において、「法人にかかる税金の体系も、国際相場に照らして競争的なものにしなければなりません」と述べ、これを受けて、政府税制調査会（会長：中里実教授）において、法人税の改革に向けた議論をスタートさせた。

政府税調では、法人税改革を専門に検討する部会として、法人課税ディスカッショングループ（座長：大田弘子教授）を設置し、 ３月１２日より各論点ごとに議論され、６月２５日に開催された第７回会議で、法人税の改革についてのとりまとめ案を提示した。その後、６月２７日に開催された第１０回税制調査会において了承された。
「法人税の改革について」では「世界標準に沿った成長志向の法人税改革を行うべき時にきている」と指摘。実効税率が約３５％と主要国の中で高止まりしている状況を早期に是正すべきとの考えを明記した。また、「課税ベースを拡大し、税率を引き下げることで、法人課税を“広く薄く”負担を求める構造にする」と、法人税の負担構造を改革することを強調している。
また減税の財源については、「単年度の税収中立である必要はない」として減税を先行させることを容認する一方で、「恒久財源を用意することは鉄則」と指摘し、代わりの財源を確保するよう強く求めている。

具体的な改革の方向性は、①租税特別措置の見直し（ゼロベースでの見直し）、②欠損金の繰越控除制度の見直し（繰越控除期間の延長、控除上限額を引下げ）、③受取配当等の益金不算入制度の見直し、④減価償却制度の見直し（定率法を廃止し、定額法に一本化）、⑤地方税の損金算入の見直し（地方税を損金不算入）、⑥中小法人課税の見直し（中小法人の範囲や軽減税率等の見直し、留保金課税の適用拡大等）、⑦公益法人課税等（公益法人等の範囲や収益事業の範囲の見直し）、⑧地方法人課税の見直し（法人事業税における外形標準課税（付加価値割）の拡大、対象法人の拡大等）が掲げられている。

本会では、消費税増税によりその負担が実感される中、法人税率引下げの財源確保のために中小企業関係税制の縮減・廃止をすることが検討されていることから、野田自民党税制調査会長等に対して、中小企業関係税制の縮減・廃止は断じて容認できないこと、とりわけ外形標準課税の中小企業への適用拡大は断固反対であることを訴えた。
４．決議の実現状況
厳しい財政状況において、中小企業投資促進税制や中小企業の交際費課税の特例等租税特別措置の拡充や適用期限の延長がなされるなど、多くの全国大会の決議項目で進展がみられた。それぞれの決議項目の状況は以下のとおりである。

１．設備投資等の促進を支援する税制

（１）成長力の強化に向けた設備投資を促進するための特別措置の創設【実現】
生産性の向上につながる設備への投資に対して即時償却又は税額控除ができる制度が創設された。

（２）中小企業投資促進税制の大幅な拡充【実現】
生産性向上につながる設備を取得した場合に、即時償却又は７％税額控除（資本金３，０００万円以下の企業は１０％）を認める上乗せ措置が創設された。

（３）中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例の延長等【実現】

適用期限が２年間延長される。

（４）エネルギー環境負荷低減推進税制の適用期限の延長等【未実現】

固定価格買取制度の認定を受けた太陽光、風力等の再エネ発電設備等の即時償却については延長されなかった。

なお、固定資産税の軽減措置は延長される。

（５）減価償却制度の短縮化、簡素化【未実現】

制度の見直しは行われなかった。
（６）償却資産に係る固定資産税の廃止【未実現】
廃止にはならなかったが、与党税制改正大綱の中で、幅広い観点から、引き続き検討するとされた。

２．研究開発・創業促進を支援する税制

（１）研究開発税制の対象となる人件費の従事要件の改善【未実現】
従事要件の見直しは行われなかった。

（２）研究開発税制の拡充【実現】

上乗せ措置（増加型・高水準型）について適用期限が３年間延長されるとともに、増加型について、試験研究費の増加率に応じて税額控除率を引き上げる仕組み（最大３０％まで）に改組される。

（３）中小企業の創業後５年間法人税減免及び会社設立時の登録免許税廃止【一部実現】

　　　産業競争力強化法における創業支援事業計画の認定を受けた市区町村等による一定の支援を受けた創業者が株式会社の設立の登記を行う際の登録免許税を半減する措置が創設された。

法人税については、減免措置は講じられなかった。

（４）エンジェル税制の拡充等【一部実現】

　　　個人投資家を対象としたエンジェル税制の拡充はなされていないが、ベンチャーファンドに対して出資する企業が、出資額の８割を限度として損失準備金を積み立て、損金算入できる制度が創設された。

３．中小企業の経営基盤を強化する税制

（１）税法上の中小企業の基準拡大【未実現】
　　　基準の見直しは行われなかった。

（２）中小法人の軽減税率引き下げ等【未実現】

軽減税率の引き下げ及び恒久化は講じられなかった。
（３）中小企業の交際費課税の特例の拡充【実現】

中小法人の交際費の８００万円まで１００％損金算入できる措置が２年延長されるとともに、全法人で、交際費（全額、ただし飲食費に限る）の５０％を損金算入できる措置が創設された。（中小法人は選択適用可）

（４）青色申告者の事業主報酬の損金算入等【未実現】

青色申告者の事業主報酬の損金算入、青色申告の特別控除の拡充、事業主控除制度の拡充は行われかった。

（５）雇用促進税制の延長【実現】

　　　適用期限が２年延長された。

また、所得拡大促進税制について、給与等支給額の総額「５％」増加要件を緩和するとともに、適用期限が２年間延長された。

（６）役員給与の損金算入【未実現】

　　　全額損金算入とはならなかった。

（７）地球温暖化税引き上げ凍結【未実現】

　　　予定どおり税率が引き上げられる。

（８）軽油引取税及び揮発油税の特例税率の廃止【未実現】

　　　廃止にはならなかった。

（９）環境関連税制措置の延長・拡充【実現】

　　　固定価格買取制度の認定を受けた太陽光、風力等の再エネ発電設備に係る固定資産税の軽減措置が２年延長された。

また、公害防止用設備（汚水又は廃液処理施設）に係る固定資産税の課税標準の特例措置が２年延長された。

（10）留保金課税制度の廃止【未実現】
　　　廃止にはならなかった。

（11）印紙税の廃止【未実現】

　　　廃止にはならなかった。

なお、平成２６年４月１日から金銭又は有価証券の受取書の非課税枠が５万円未満（現行３万円未満）に引き下げられた。

（12）貸倒引当金等の損金算入【未実現】

　　　貸倒引当金や賞与引当金、退職給付引当金について、損金算入とはならなかった。

（13）中小企業の海外展開を支援する税制【未実現】

　　　海外市場の販路開拓に係る費用等の税額控除の創設等は措置されなかった。

（14）事業再編・事業再生の取組みを推進する税制【実現】

産業競争力強化法の認定を受けて、中小企業の事業再生等を行う場合、会社の設立・不動産の取得等について、現行制度と同等に登録免許税の負担を軽減する措置が創設された。

また、複数企業間で経営資源の融合による事業再編を行う場合、出資金・貸付金の損失に備える準備金につき出資金・貸付金の７割を限度として、損金算入を認める制度が創設された。

（15）商業地等における固定資産税・都市計画税の負担水準上限引き下げ【未実現】

上限の引き下げは行われなかった。

（16）ホテル・旅館の建物等の固定資産税の低減措置【未実現】

　　　　低減措置は講じられなかった。

（17）会社法の見直しにおける監査役設置会社の登録免許税の非課税措置【未実現】

　　　会社法の改正を前提に、監査等委員会設置会社制度の新設に対応する等の所要の整備が行われるが、非課税措置は講じられていない。

４．事業用資産の承継を促進する税制

（１）事業承継税制の拡充【未実現】

新たな見直しは行われていない。
（２）法人経営のための個人資産の相続税評価方式の見直し【未実現】

　　　見直しは行われなかった。

（３）取引相場のない株式の評価方法の抜本的見直し【未実現】

　　　見直しは行われなかった。

（４）個人事業者における事業承継の促進措置【未実現】

　　　新たな措置は講じられなかった。

５．地域中小企業の負担軽減
（１）地方法人特別税の撤廃【未実現】

　　　地方法人税（国税）が創設され、地方法人特別税は縮小される。

（２）中小企業に対する事業所税の廃止【未実現】

　　　廃止にはならなかった。

（３）法人事業税の外形標準課税の廃止【未実現】

　　　廃止にはならなかった。

６．組合関係税制

（１）組合の最先端設備への入替え等を促進する税制措置【未実現】
　　　組合向けの新たな税制措置は講じられなかった。

なお、１．（１）のとおり、生産性の向上につながる設備への投資に対して即時償却又は税額控除ができる制度が創設された。

（２）組合が計画した設備廃棄、設備集約化に対する減免措置【未実現】

　　　新たな措置は講じられなかった。

（３）中小企業組合の法人税軽減税率の引き下げ等【未実現】

軽減税率の引き下げ及び恒久化は講じられなかった。
（４）企業組合の設立後５年間法人税免除措置等【未実現】

　　　免除措置は講じられなかった。

（５）団地組合の団地内不動産の一時取得に係る登録免許税等の減免措置【未実現】

減免措置は講じられなかった。

（６）組合等に対する法人住民税（均等割）の軽減税率【未実現】

　　　新たな軽減措置は講じられなかった。

（７）特定共済組合の異常危険準備金の損金算入【未実現】

　　　損金算入措置は講じられなかった。

（８）地震保険料控除制度の拡大【未実現】

　　　対象拡大は行われなかった。

（９）共同施設の借入金償還に係る賦課金と減価償却費との差額への非課税措置【未実現】

　　　非課税措置は講じられなかった。

（10）高度化資金の返済積立金等の全額損金算入【未実現】

　　　損金算入等の措置は講じられなかった。

（11）商品券等に係る未引換分の収益計上の時期の延長【未実現】
　　　規定の見直しは行われなかった。
７．経済社会の変化に対応した税制改正

（１）申告書類様式や手続の統一化【未実現】

　　　統一化は行われていない。

（２）納税協力費用相当分の税額控除制度【未実現】

　　　新たな措置は講じられなかった。

（３）社会保障・税番号導入に際しての事業者の新たな納税事務負担等の軽減【未実現】

　　　新たな措置は講じられていない。

（４）中央会等に対する寄附金制度【未実現】

　　　特段の措置は講じられなかった。

８．その他税制改正
　　 その他中小企業に関係の深い主な項目は以下のとおり。

（１）復興特別法人税

　　　復興特別法人税が１年前倒しで廃止された。

（２）火災共済組合の異常危険準備金等

　　　中小企業等協同組合法の改正に伴い創設された火災等共済組合について、引き続き異常危険準備金制度等の税制措置の適用対象とするなど所要の措置が講じられた。

（３）中心市街地活性化のための税制措置

　　　中心市街地活性化法の改正に伴い、中心市街地活性化の核となる民間事業について、土地・建物や設備等の取得時の減税措置が創設された。

（４）小規模企業共済制度

　　　小規模企業共済等掛金控除等の対象となる小規模企業の範囲が、「宿泊業」及び「娯楽業」について、従業員５名以下から２０名以下に拡大された。

（５）独立行政法人中小企業基盤整備機構の仮設施設整備事業に係る特例措置

　　　独立行政法人中小企業基盤整備機構が行う仮設施設整備事業に係る登録免許税等の非課税措置について、適用期限が２年延長された。

３．消費税引上げ実施に向けた万全な対策の実施
【要望事項】

（１）消費税率の引上げに当たっては、回復基調にある景気の下振れを防ぐための大胆な減税を早期に実施すること。

（２）中小企業の適正な価格転嫁や価格表示の改定が円滑に図られるよう、万全な価格転嫁対策を行うこと。

（３）今次の消費税率の引上げは単一税率を維持すること。

（４）中小企業の負担軽減措置である免税点や簡易課税制度を維持すること。

（５）個別消費税（ガソリン税、自動車取得税、酒税、タバコ税）や印紙税に係る消費税の上乗せ課税は早期に解消すること。

（６）中小企業の申告負担の軽減を図るため、消費税の申告期限の延長を認めること。

******************************************************************************
【経過】

１．消費税転嫁対策について
消費税転嫁対策特別措置法が平成２５年１０月１日より施行され、転嫁カルテルの容認等の消費税転嫁対策が実施されている。

公正取引委員会及び中小企業庁では、消費税の転嫁拒否行為の未然防止のための取組みと転嫁拒否行為に対する迅速かつ厳正な対処のための取組みを行った。

転嫁拒否行為に対する対応状況としては、平成２６年８月末までの累計で、調査件数が２，６５６件、指導件数が１，３０５件、勧告件数が７件であった。

全国中央会においては、平成２５年１１月に消費税転嫁カルテル等手続き指導要領を作成し、中央会一丸となって、組合等のカルテル組成支援を行っている。

その結果、７月末時点の全国・都道府県中央会調査によると、７月末現在における中小企業組合による転嫁カルテル・表示カルテルの組成件数は、転嫁カルテルについては１０５件、表示カルテルについては９７件で、カルテル参加組合数でみると、転嫁カルテルについては、１，３１１組合、表示カルテルについては、１,２６４組合、組合傘下の中小企業・小規模事業者の事業者数でみると、転嫁カルテルについては延べ７８,２９１事業者、表示カルテルについては延べ７３,４０８事業者であった。
なお、組合以外の事業者団体も含めた公正取引委員会の届出件数は、８月末現在で転嫁カルテル１５８件、表示カルテル１３７件、合計２９５件である。

また、中央会をはじめとする中小企業関係団体では、消費税転嫁対策窓口相談等事業において、各地で相談窓口を設置、講習会の開催等を行っている。

平成２５年度補正予算において、消費税転嫁対策窓口相談等事業が予算手当てされ、２６年度も引き続き、カルテル組成支援などの転嫁対策支援事業を行うこととなった。
平成２６年４月に実施した「消費税率引き上げにおける転嫁状況等に関する緊急調査結果」（速報）において、転嫁カルテル・表示カルテルを実施している組合のみの状況を見ると、ほぼ全ての組合員ができているとする組合が６５．７％、大体の組合員ができているとする組合が３０．４％であった。ほぼ全ての組合員ができていると大体の組合員ができているとを合計すると９６．１％であった。半数以上の組合員ができていないとする組合は３．９％であった。カルテルを実施している組合においては、実施していない組合よりも転嫁が進んでいることが窺える。
２．軽減税率の動き

消費税の軽減税率については、平成２５年１２月１２日に取りまとめられた与党税制大綱の中で、「関係事業者を含む国民の理解を得た上で、税率１０％時に導入する。」とされ、「与党税制協議会において、これまでの軽減税率をめぐる議論の経緯及び成果を十分に踏まえ、社会保障を含む財政上の課題とあわせ、対象品目の選定、区分経理等のための制度整備、具体的な安定財源の手当、国民の理解を得るためのプロセス等、軽減税率制度の導入に係る詳細な内容について検討し、平成２６年１２月までに結論を得て、与党税制改正大綱を決定する。」と明記された。

これを受け、自民党及び公明党は、与党税制協議会を２月から再開し、軽減税率をどのような目的で導入するのかという基本理念を固めてから、それに基づいて対象品目や区分経理制度、必要な財源などの論点について協議している。

６月５日、与党税制協議会では、広く国民に議論してもらうために「消費税の軽減税率に関する検討について」とする資料を公表した。同資料では８種類の軽減税率の線引き例や４種類の区分経理案が示されている。
７月８日から、この資料を基に事業者団体などからヒアリングが実施され、９月以降に事業者の意見などを踏まえ、制度設計の取りまとめに向けた議論を始め、１２月にまとめる２６年度税制改正大綱に反映させる予定となっている。
本会では、全国中央会石丸副会長（長崎県中央会会長、全振連理事）が、７月２９日に行われた関係団体ヒアリングに出席し、野田毅座長（自民党税制調査会長）、斉藤鉄夫座長代理（公明党税制調査会長）をはじめとする与党税制調査会の幹部に、消費税の軽減税率の導入に反対する意見陳述を行った。

石丸副会長からは、軽減税率の導入は、対象品目の線引きが困難で大きな混乱を招くこと、区分経理が大きな事務負担となること、また、消費税増税に伴う低所得者への配慮は、社会保障制度からの配慮及び所得税等他の税制全体の中で解決するよう要望した。
なお、７月２日には、経済９団体連名で、消費税の複数税率導入に反対する意見を公表した。
３．決議の実現状況

（１）消費税率の引上げに当たっての大胆な減税の早期実施【実現】

「消費税率及び地方消費税率の引上げとそれに伴う対応について」に基づき、中小企業投資促進税制の上乗せ措置など、持続的な経済成長を実現するための税制措置が講じられた。

（２）万全な価格転嫁対策の実施【実現】

　　　消費税転嫁対策特別措置法が１０月１日より施行され、中小企業団体による窓口相談等をはじめとして、実効性のある対策が推進されている。

（３）単一税率の維持【結論持ち越し】
平成２６年度税制改正大綱の中で、必要な財源を確保しつつ、関係事業者を含む国民の理解を得た上で、税率１０％時に導入すると明記された。結論は、年末に持ち越されることとなった。

（４）免税点及び簡易課税制度の維持【実現】

　　　金融業及び保険業、不動産業について、みなし仕入率が引き下げられたが、制度は維持された。

（５）個別間接税との二重課税の排除【未実現】

特段の措置は講じられなかった。

（６）消費税の申告期限の延長【未実現】

　　　特段の措置は講じられなかった。

なお、任意の中間申告制度が創設されている。

４．商店街等及び中小小売商業の活性化支援の拡充
【要望事項】
１．商店街・共同店舗等に対する支援の拡充

（１）商店街組織が行う身近で快適な商店街づくり、地域住民の安心・安全な生活環境を守るための施設・設備等の整備を促進すること。

（２）空き店舗対策として開業率が廃業率を上回るよう起業や第二創業に対する支援等を充実させるとともに、商店街や共同店舗の空きスペースの入居費や改装費等に対する助成を行うこと。

（３）地域コミュニティ機能強化のため、中小商業者等が行う買い物弱者の生活利便性の向上や災害・防災などの取組み及び人材育成に対する支援を強化すること。

（４）市街地や商店街等の駐車違反取締り地区においては、積み卸し業務が可能な駐車スペースを確保するなど、業務に配慮した対策を講じること。

２．まちづくりの推進、中心市街地の再生支援

（１）まちづくり３法（大店立地法、中心市街地活性化法、都市計画法）を見直し、コンパクトシティを国主導で推進するとともに中心市街地活性化の起爆剤となるプロジェクトに対して集中的支援を行う仕組みを構築すること。空き店舗・空き地の活用の推進主体となるまちづくり会社の機能強化を図るとともに、地域商業の再生のための魅力発掘等のための支援事業を強化すること。

（２）「大規模集客施設に対する立地規制」を緩和する都市計画法の見直しは行わないこと。

（３）大規模集客施設の郊外開発行為に対する厳格かつ適正な対処、大型店のまちづくりのゾーニング条例、商店街活動への協力等の地域貢献条例やガイドラインの制定を促進すること。

（４）中心市街地への民間投資を促進するために、投資減税の深掘りとともに、まちづくり会社等が空き店舗・空き地問題に対処する際の不動産取得税、固定資産税などの減免を行うこと。
******************************************************************************

【経過】
１．商店街・共同店舗等に対する支援の拡充 【実現】

「好循環実現のための経済対策」に基づく平成２５年度補正予算、及び平成２６年度予算において、商店街等及び中小小売商業の活性化に向けた各種事業が創設・維持された。

（１）
ものづくり・商業・サービス革新事業【平成２５年度補正予算：１４００億円（新規）】

平成２４年度補正予算「ものづくり中小企業・小規模事業者施策開発等支援補助金」を発展させ、ものづくりに加え商業・サービス部門が追加された。

（２）
商店街活性化事業【平成２５年度補正予算：１８０億円（新規）】

①
商店街まちづくり事業

地域住民の安心・安全な生活環境を守るための施設・設備の整備等（防犯カメラの設置、街路灯の整備、子育て・高齢者支援施設の整備や高齢者向け宅配サービスの提供等）への支援を行う。

②
地域商店街活性化事業（にぎわい補助金）

商店街組織が地域コミュニティの担い手として行う、集客促進、需要喚起に効果のある取組であって、商店街等の恒常的な集客力向上や販売力向上が見込まれるイベント等の事業への支援を行う。

（３）地域商業自立促進事業【平成２６年度予算：３９億円】

商店街等を基盤として、地域経済の持続的発展を図るため、商店街組織がまちづくり会社等の民間企業や特定非営利活動法人等と連携して行う、地域コミュニティの形成に資する取組や商店街等の新陳代謝を図る取組を支援するとともに、商店街等の魅力創造に向けた取組を支援することにより、商店街の等の自立を促進することを目的とする。具体的には、調査分析事業（地域商業自立促進調査分析事業）、支援事業（地域コミュニティ形成促進支援事業、商店街新陳代謝促進支援事業、魅力創造支援事業）を行う。

２．まちづくりの推進、中心市街地の再生支援【一部実現】
（１）まちづくり３法（大店立地法、中心市街地活性化法、都市計画法）

「中心市街地の活性化に関する法律の一部を改正する法律案」が平成２６年２月１２日閣議決定、同年４月１８日法第３０号として第１８６回国会で成立した。改正法は「日本再興戦略」において定められた「コンパクトシティの実現」に向け、中心市街地の一層の活性化を図るため、経済効果の高い民間プロジェクトを重点支援することが改正点となっている。

①  民間投資を喚起する新たな重点支援制度の創設

来訪者や就業者、小売業の売上高を増加させるなどの効果の高い民間プロジェクト（特定民間中心市街地経済活力向上事業）について、経済産業大臣が認定する制度を創設する。

②
中心市街地活性化を図る措置の拡充

小売業の顧客の増加や小売事業者の経営の効率化を支援するソフト事業（民間中心市街地商業活性化事業）について、経済産業大臣が認定する制度を創設する。

改正法を受けて、平成２６年７月２５日『「中心市街地の活性化を図るための基本的な方針」の一部変更』が閣議決定された。

（２）中心市街地活性化事業【平成２６年度予算：１２億円＋平成２５年度補正予算：４５億円】

「日本再興戦略」に掲げる、民間投資の喚起を軸とする中心市街地活性化を前倒して実現し、消費税増税により深刻な影響が懸念される地域の商店街への支援を図るため、地域経済において重要な役割を果たす中心市街地に対して、エリアや事業に絞って重点的に支援を行う。

中心市街地活性化に向け、地域の個性や生活者のニーズを把握し、まちの魅力を真に高める方策に関する調査に基づいた施設整備事業、具体的には、中心市街地の核となり、周辺商店街へ効果が波及する高度な商業施設等に対して支援を行う。

（３）ゾーニング条例、地域貢献条例並びにガイドラインの制定促進について

振興条例と関連して各種条例、ガイドライン等の制定は徐々にではあるが進捗している。

（４）中心市街地への税制について

不動産取得税、固定資産税の減税は実現されなかった。
５．中小流通業・サービス業振興対策の強化
【要望事項】
１．中小流通業対策の強化
（１）中小商業振興法（仮称）を制定し、卸売業と小売業を一体として振興・育成すること。

（２）流通業務市街地整備法や都市計画法による業種制限等を緩和するとともに、卸団地内の空き店舗に対する支援を創設すること。

（３）燃料価格の高騰等で苦しむ中小運輸業の健全かつ安定した経営実現のための支援を強化するとともに、整合性ある高速道路の整備・利用政策を実施すること。

２．中小サービス業対策の強化等
（１）観光立国実現のため、官民をあげた組織的なブランド化など外国人観光客増加のための施策を実施すること。観光・集客交流の促進のため、査証発給要件の緩和、国際会議、国際見本市・展示会等の開催など、その誘致に積極的な支援策を講じること。

（２）医療・介護分野と中小サービス業との医商連携の取組みへの支援策を講じること。

（３）インターネット販売の振興に当たっては、消費者保護の観点から商品特性に応じて品質や取引方法における安全・安心の確保を図るルールづくりを行うこと。

******************************************************************************
【経過】
１．中小流通業対策の強化

（１）中小商業振興法（仮称）の制定【未実現】

　　　新法の立法化に向けた動きはなかった。

（２）流通業務市街地整備法や都市計画法による業種制限等の緩和及び卸団地内の空き店舗に対する支援【一部実現】

流通業務市街地整備法や都市計画法による業種制限等の緩和については、実現していない。

　　　卸団地の支援について、全国中央会では中小企業基盤整備機構の助成により造成した基金を活用し、平成２１年度より卸商業団地組合が行う団地再整備や共同事業機能強化を実施するに当たって必要な調査研究、事業化調査、基本計画・詳細設計策定、システム開発などの費用を助成する「卸商業団地機能向上支援事業」が実施されているが、平成２６年度も継続されている。

（３）中小運輸業への支援及び高速道路の整備・利用政策【一部実現】

平成２５年年に財源が切れる高速道路の各種割引制度は、縮小又は廃止といった見直しの上、平成２６年度も継続されることとなった。

物流対策として、主に業務目的で高速道路を利用する機会の多い車の負担を軽減するための大口・多頻度割引については、最大割引率が４０％として継続される。ただし、経済対策による激変緩和措置として、平成２７年３月末までの間は、平成２５年度補正予算を財源として最大割引率が５０％に拡充される。

２．中小サービス業対策の強化
（１）観光立国等の実現【実現】

地域経済の活性化を図るために、観光地域づくりの取組を進める主体が自ら着地型旅行商品の販路を開拓し、収益をさらなる着地型旅行開発に充てることが可能となるビジネスモデル構築のための取組を促進する「観光地ビジネス創出の総合支援」事業が創設された【平成２５年度補正予算：４億円＋平成２６年度予算：７２００万円】。

また、国内外から選好される国際競争力の高い魅力ある観光地域づくりを促進するため、地域独自の「ブランド」の確立を通じた滞在交流観光の推進に向けた取組みを支援する「観光地域ブランド確立支援事業」が継続して実施される【平成２６年度予算：２億７４００万円】。

さらに、日本再興戦略に掲げられた「２０３０年にはアジア№１の国際会議開催国として不動の地位を築く」との目標向けて、国際会議等（ＭＩＣＥ）の誘致・開催を促進するため、①アドバイザー派遣等を通じたマーケティング能力の向上支援等による世界トップレベルのＭＩＣＥ都市の育成、②ＭＩＣＥ開催地としての日本の魅力向上・確立と世界への発信、③ユニークベニューの開発、利用促進や人材育成を通じたＭＩＣＥの受入環境・体制の構築・強化等が行われる【平成２６年度予算：４．５億円】。

その他、Ｂ級グルメを活用した事業やコミュニティビジネス等を支援、あわせて小規模事業者の活用が期待される観光資源を活かした事業を支援する“ＪＡＰＡＮブランド・地域資源支援事業”が平成２６年度予算で創設された【平成２６年度予算：２９億円（新規）】。

（２）医療・介護分野と中小サービス業との医商連携の取組みへの支援【実現】

医療・介護に特化したものではないが、従来からのものづくり補助金に、商業・サービス業を加え、革新的サービスの提供等にチャレンジする中小企業・小規模事業者に対して補助する「ものづくり・商業・サービス革新事業」が平成２５年度補正予算で手当てされた。【平成２５年度補正予算：１４００億円】
また、中小サービス業等における海外展開の加速化を図るため、サービス業等を営む中小企業・小規模事業者の海外事業展開のための海外現地人材の研修事業を実施する取組みに対して支援することを目的とする「中小サービス業等海外現地人材研修支援事業」が平成２６年度も引き続き実施される。

（３）インターネット販売の振興にあたってのルールづくり【未実現】

　　　 民法（債権法）改正審議において、インターネット取引等に関する約款の規定の創設が審議されてきたが、民法改正へ向けた要綱仮案には盛り込まれなかった。
６．社会保障制度の見直し

【要望事項】

１．社会保障制度の見直しに当たっては、中小企業の経営実態や意見を踏まえ、過度な事業主負担とならないよう配慮すること。

２．厚生年金・健康保険の保険料の安易な引上げは行わないこと。

３．全国健康保険協会（協会けんぽ）への国庫補助率を上限である２０％まで引き上げるとともに、公費負担の拡充をはじめ高齢者医療制度を抜本的に見直すこと。
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【経過】

１．社会保障制度改革に当たっての中小企業への配慮【継続審議中】

社会保障制度については、「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律案」（社会保障改革プログラム法）が平成２５年１０月１５日に国会に提出され、平成２５年１２月５日に成立した。

社会保障改革プログラム法は、少子化対策をはじめ、医療制度、介護保険制度、公的年金制度の改革の全体像や進め方などを明確にすべきとしたものとなっている。

また、政府は社会保障改革プログラム法の基づき、学識経験者など１２名で構成する社会保障制度改革推進会議を設置した。同会議では、社会保障改革プログラム法による諸改革の進捗状況を確認すると同時に、受益と負担の均衡がとれた持続可能な社会保障制度の確立を目標に、平成３７年を展望した中期的改革に関する総合的検討を行うこととしている。

安倍総理の諮問に応じて調査審議を行い、設置期限は最長で平成３１年１月までとしている。
２．社会保険料の安易な引上げは反対【一部実現】

平成２５年の健康保険法等の一部改正により、協会けんぽに対して暫定的な財政特例措置が講じられ、平成２６年度まで現在の健康保険料率を据え置くこととなった。

一方、協会けんぽによる介護保険料率については、平成２６年３月分（４月納付分）より現行の１．５５%から１．７２%へ引き上げられたことにより、要望事項は一部実現となった。
３．協会けんぽ等の財政安定のための支援【未実現】

平成２５年の健康保険法等の一部改正により、協会けんぽに対して暫定的な財政特例措置が講じられ、平成２６年度まで現在の健康保険料を据え置くことができたが、平成２７年度以降については決まっておらず、現在の財政構造のままでは、再び多額の累積赤字を抱えることが避けられない状況である。

加入者の収入が最も低い協会けんぽが、最も高い保険料率１０％となっており、収入が低い者ほど高率の負担を強いられるという逆進的なものとなっている。また、被用者保険間の財政力を調整する目的で、協会けんぽに国庫補助率が投入されているが、現行の国庫補助率（１６．４％）では、その調整機能を果たしていないことから、引き続き国庫補助率上限の２０％への引上げを要望することとしている。

協会けんぽでは、協会の財政基盤強化や制度改正の必要性などについて、メディアや広報媒体を活用して広く理解を求めることとしており、制度改正の議論や大会実施（６月～８月に「支部別大会」、１１月１８日（火）には「全国大会」を開催予定）など、タイミングを踏まえた効果的な広報を実施することとしている。
７．中小企業の実態を踏まえた労働・教育対策の推進

【要望事項】

１．中小企業に配慮した労働関係法令の見直し

（１）男女雇用機会均等法令の見直しに当たっては、中小企業の雇用実態や意見を踏まえて検討すること。

（２）パートタイム労働法令の見直しに当たっては、中小企業のパートタイム労働者の雇用実態や中小企業の意見を踏まえて検討すること。

（３）企画業務型裁量労働制、フレックスタイム制を始めとする労働時間法制の見直しに当たっては、中小企業の雇用実態や意見を踏まえて柔軟な働き方ができる仕組みづくりを検討すること。

なお、労働基準法改正による時間外割増賃金率の引上げは、中小企業については６０時間超の割増賃金率の適用が猶予されているところであるが、法施行３年経過後の再検討時期となる見直しに当たっては中小企業の実情を十分配慮し検討すること。

２．障害者雇用促進法改正に伴う中小企業への配慮と中小企業支援策等の充実

（１）障害者雇用にかかるガイドライン策定に当たっては、中小企業事業主にとってわかりやすく過度の負担とならないよう十分配慮すること。

（２）障害者雇用に積極的に取り組む中小企業への各種支援策の充実と社会的な評価の仕組みづくりを行うこと。

３．労働者派遣制度の在り方についての見直し

労働者派遣制度の見直しに当たっては、必要な労働力を迅速に確保したいという中小企業の高いニーズがある実情を十分考慮し、できる限りわかりやすい仕組みの制度にするよう検討すること。
４．最低賃金の設定については、公労使三者が話し合いを通じて法の原則及び目安制度を基にするとともに、経済情勢、雇用動向、中小企業の生産性の向上の進展状況等を踏まえた上で行うこと。また、特定最低賃金は、地域別最低賃金に屋上屋を架するものであり、早急に廃止すること。

５．雇用保険制度の機能強化

（１）雇用保険制度の安定的な運営のため、国庫負担割合を本則どおり原則４分の１に復帰させること。

また、中小企業の厳しい経営環境の中で、雇用保険積立金の状況を踏まえ、雇用保険料率の引下げを行うこと。

（２）雇用保険二事業については、引き続き関係コストの削減をはじめ、給付内容の見直し、業務全体の改革推進等の抜本的な見直しを行うこと。
６．中小企業の若手人材確保・育成・定着のため、「地域中小企業の人材確保・定着支援事業」の実施予算を継続すること。
７．国による職業訓練機能の充実・強化
（１）職業能力開発センター（ポリテクセンター）、職業能力開発大学校・短期大学校（ポリテクカレッジ）については、今後とも安定的に運営されることが望まれていることから、引き続き、国、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が責任をもって運営していくこと。
（２）中小企業の従業員の能力開発への体系的支援、地域産業を支えるものづくり等の技能者の育成、中小企業の技術・技能継承への支援、技能検定制度の充実を強力に推進すること。

８．ワーク・ライフ・バランスの推進

（１）中小企業のワーク・ライフ・バランスの推進のため、専門家によるアドバイスや各種助成制度の整備・拡充、税制・金融面での優遇措置など中小企業の実情に応じた支援策を講じること。

（２）次世代法の改正に当たっては、中小企業の少子化対策の実態や意見を踏まえて検討すること。また、「次世代育成支援対策推進センター」への支援策の強化を図ること。

（３）改正育児・介護休業法の完全施行に当たっては、中小企業に対し適正な制度運用を行うための周知徹底を図るとともに、中小企業の実情に十分配慮した支援を行うこと。
（４）中小企業が共同で設置する保育施設について助成・支援策を強化すること。
９．キャリア教育・職業教育に当たっては、学校教育の各課程において一貫した教育を行うとともに、関係省庁の連携の下、教育機関と中小企業が一体となって推進すること。

１０．外国人技能実習制度の適正な見直し

（１）外国人技能実習制度について、受入れ対象業種の拡大、団体監理型における事業協同組合等の組合員の受入れ人数枠の拡大を行うこと。
（２）外国人技能実習生の厚生年金保険、雇用保険の加入については、特例措置を設けて全額免除すること。
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【経過】

１．中小企業に配慮した労働関係法令の見直し

（１）男女雇用機会均等法令の見直し【審議終了】

改正男女雇用機会均等法の施行５年後の見直し規定により、労働政策審議会雇用均等分科会において約１年かけて、今後の男女雇用機会均等対策について議論が行われ、議論された内容に基づき「男女雇用機会均等法施行規則の一部を改正する省令案要綱」等の諮問・答申が行われた。

「男女雇用機会均等法施行規則の一部を改正する省令案要綱」等は、平成２５年１２月２４日に公布され、平成２６年７月１日に施行された。

なお、改正の内容は次のとおりである。

①  間接差別の範囲の見直し（省令等の改正）

間接差別となるおそれがある措置として省令に定める３つの措置のうち、コース別雇用管理における「総合職」の募集または採用に係る転勤要件について、総合職の限定を削除し、昇進・職種の変更を措置の対象に追加。

すべての労働者の募集・採用、昇進、職種の変更する際に、合理的な理由がないにも関わらず、転勤要件を設けることは間接差別として禁止。

②　性別による差別事例の追加（性差別指針の改正）

性別を理由とする差別に該当するものとして、結婚していることを理由に職種の変更や定年の定めについて男女で異なる取扱いをしている事例を追加。

③　セクシュアルハラスメントの予防・事後対応の徹底など（セクハラ指針の改正）

a. 職場におけるセクシュアルハラスメントには、同性に対するものも含まれること

b. セクシュアルハラスメントの発生原因や背景には、性別の役割分担意識に基づく言動があることも考えられるため、こうした言動をなくしていくことがセクシュアルハラスメントの防止の効果を高める上で重要であること

c. セクシュアルハラスメントを放置すれば就業環境を害するおそれがある場合や、性別役割分担意識に基づく言動が原因や背景となってセクシュアルハラスメントが生じるおそれがある場合などが含まれること

d. 被害者に対する事後対応の措置の例に、管理監督者または事業場内の産業保健スタッフなどによる被害者のメンタルヘルス不調への相談対応が挙げられること

④　コース等別雇用管理についての指針の制定（コース等別雇用管理指針の制定）

「コース等で区分した雇用管理についての留意事項」(局長通達)をより明確な記述とした「コース等で区分した雇用管理を行うに当たって事業主が留意すべき事項に関する指針」を制定

（２）パートタイム労働法令の見直し【審議終了】

労働政策審議会雇用均等分科会では、パートタイム労働法令の見直しについて議論された。平成２４年６月２１日に取りまとめられた「今後のパートタイム対策について（報告）」の内容に関して、労働政策審議会雇用均等分科会において、「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の一部を改正する法律案」の諮問・答申が行われ、平成２６年２月１４日に閣議決定され、同日、第１８６回通常国会に提出された。

パートタイム労働法改正案は同年４月２３日に公布され、施行日は、平成２７年４月１日に予定されている。

　＜改正パートタイム法の主な内容＞

①　正社員と差別的取扱いが禁止されるパートタイム労働者の対象範囲の拡大

　  正社員と差別的取扱いが禁止されるパートタイム労働者については、これまで、a.職務内容が正社員と同一、b.人材活用の仕組み（人事異動等の有無や範囲）が正社員と同一、c.無期労働契約を締結しているパートタイム労働者であることとされていたが、改正後は、a、bに該当すれば、有期労働契約を締結しているパートタイム労働者も正社員と差別的取扱いが禁止される。

②　「短時間労働者の待遇の原則」の新設

　  事業主が、雇用するパートタイム労働者の待遇と正社員の待遇を相違させる場合は、その待遇の相違は、職務の内容、人材活用の仕組み、その他の事情を考慮して、不合理と認められるものであってはならないとする、広く全ての短時間労働者を対象とした待遇の原則の規定が創設される。

　改正後は、パートタイム労働者の待遇に関するこうした一般的な考え方も念頭に、パートタイム労働者の雇用管理の改善を図っていく必要がある。

③　パートタイム労働者を雇い入れたときの事業主による説明義務の新設

　  事業主は、パートタイム労働者を雇い入れたときは、実施する雇用管理の改善措置の内容について、説明しなければならない。

④　パートタイム労働者からの相談に対応するための事業主による体制整備の義務の新設

　 事業主は、パートタイム労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制を整備しなければならない。

（３）労働基準法改正の見直し【継続審議中】

労働政策審議会の労働条件分科会では、平成２５年９月２７日から「今後の労働時間法制のあり方について」の検討を開始した。

月６０時間を超える時間外労働については、平成２０年の改正労働基準法では５０％以上の割増賃金率が定められたが、中小企業については「当分の間」適用が猶予され（２５％以上の割増賃金率）、施行後３年を目途に見直すこととされている。その時間外労働の割増賃金の扱いや、政府の「産業競争力会議」などが規制緩和を求める方向で議論を進めている「多様な働き方」を通じた生産性向上（企画業務型裁量労働制、フレックスタイム制の見直し）や、「働きすぎ」の改善（長時間労働の抑制）などが論点になっている。

また、「日本再興戦略」改訂２０１４（平成２６年６月２４日閣議決定）において、柔軟で多様な働き方の実現として、「働き過ぎ防止のための取組強化」と「時間ではなく成果で評価される働き方への改革」が挙げられており、「働き過ぎ防止のための取組強化」として、長時間労働を是正するため、法違反の疑いのある企業等に対して労働基準監督署による監督指導を徹底するとともに、「朝型」の働き方の普及や長時間労働抑制策等の検討を行うとされている。

「時間ではなく成果で評価される働き方への改革」として、時間ではなく成果で評価される働き方を希望する働き手のニーズに応えるため、一定の年収要件（例えば少なくとも年収１，０００万円以上）を満たし、職務の範囲が明確で高度な職業能力を有する労働者を対象として、健康確保や仕事と生活の調和を図りつつ、労働時間の長さと賃金のリンクを切り離した「新たな労働時間制度」を創設することとし、労働政策審議会で検討し、結論を得た上で、次期通常国会を目途に所要の法的措置を講ずるとされている。

裁量労働制の新たな枠組みの構築やフレックスタイム制の見直しについても、労働政策審議会で検討し、結論を得た上で、次期通常国会を目途に所要の法制上の措置を講ずるとされている。

職務等を限定した「多様な正社員」の普及・拡大については、導入モデルとして公表するとともに、本年中に、職務の内容を含む労働契約の締結・変更時の労働条件明示、いわゆる正社員との相互転換、均衡待遇について、労働契約法の解釈を通知し周知を図るとしている。その他、「雇用管理上の留意点」を踏まえた「多様な正社員」の導入が実際に拡大するような政策的支援について、今年度中に検討し、２０１５年度から実施するとされている。

なお、「専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法案」は、３月７日、第１８６回通常国会に提出されて、６月５日に衆議院本会議において可決・成立し、６月２０日に参議院本会議に送られ継続審議となった当法案の施行期日は、平成２７年４月１日の予定である。

「過労死等防止対策基本法」が、野党６会派による共同提案により、平成２５年１２月４日に第１８５回臨時国会に提出された。平成２５年１１月２９日から平成２６年４月１６日にかけて、自民党雇用問題調査会「過労死等防止に関するワーキング・チーム」において、関係団体等からヒアリングを実施・検討し「過労死等防止対策推進法案」が取りまとめられた。

「過労死等防止基本法」は平成２６年５月２３日に撤回され、「過労死等防止推進法」については平成２６年５月２７日に衆議院本会議において可決し、６月２０日に参議院本会議において可決・成立した。本法案は平成２６年６月２７日に公布された。

２．障害者雇用促進法の見直しと中小企業支援策等の充実
（１）「差別禁止」「合理的配慮の提供義務」のガイドライン策定における中小企業事業主への配慮【審議中】

第１８３回国会において可決・成立した「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律」により、障害者に対する差別の禁止等に関する規定が新設された（平成２８年４月１日施行予定）。

これにより、障害者に対する差別の禁止等については、厚生労働大臣が差別の禁止に関する指針及び均等な機会の確保等に関する指針（合理的配慮の提供の指針）を定めることとされ、両指針に盛り込むことが必要な事項に関し検討を行うため、「改正障害者雇用促進法に基づく差別禁止・合理的配慮の提供の指針の在り方に関する研究会」が設置され、平成２５年１０月以降、障害者団体・経済団体等を委員として、延べ１１回にわたり検討を重ね、平成２６年６月６日に報告書が取りまとめられた。障害者雇用分科会において９月１１日より本報告書内容を基に指針内容の検討が始まった。また、障害者雇用促進法の改正に係る労働政策審議会障害者雇用分科会においてとりまとめられた意見書において検討することが必要であるとされた障害者就業・生活支援センター制度やジョブコーチ制度については、平成２５年１０月３日以降「地域の就労支援の在り方に関する研究会（第二次）」を開催し、延べ７回にわたる検討を重ね、平成２６年３月４日に報告書が取りまとめられた。厚生労働省は、今後、この報告書の方向性を踏まえ、障害者の就労支援に向けた取組みを推進していくことになる。

（２）障害者雇用を行う中小企業への配慮【一部実現】

平成２８年度に精神障害者が障害者法定雇用率の算定に含まれることを踏まえ、より一層の障害者雇用につながる助成措置や金融・税制での優遇措置の充実を図るため、平成２６年度厚生労働省予算概算要求では、障害者に対する就労支援の推進のために約２５０億円を計上している。昨年度予算より増額となっているが、中小企業に対する措置を引き続き要望していく。
主な拡充措置概要は次のとおりである。

①　精神障害、発達障害、難病などの障害特性に応じた就労支援の推進

②　中小企業に重点を置いた支援策の充実や地域関係機関との連携等による福祉、
教育、医療から雇用への移行推進

　　 ③　障害者雇用のさらなる促進のための環境整備

　 　④　障害者を多数雇用する場合の機械等の割増償却制度の延長
３．労働者派遣制度の在り方についての見直し【未実現】

労働政策審議会職業安定分科会労働力需給制度部会では、平成２４年３月に成立した改正労働者派遣法の国会審議において、登録型派遣・製造業務派遣・特定労働者派遣事業の在り方や、いわゆる専門２６業務に該当するかどうかによって派遣期間の取扱いが大きく変わる現行制度の在り方等について、検討･議論を開始すべきであるとした付帯決議により、平成２５年８月３０日以降、１３回にわたる審議を経て、平成２６年１月２９日「労働者派遣制度の改正について」報告書をとりまとめた。

　　平成２６年２月２１日、厚生労働大臣は、労働政策審議会に対し、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律等の一部を改正する法律案要綱」について諮問し、平成２６年２月２８日、概ね妥当であるとした答申を行った。

同法律案は同年３月１１日に閣議決定され、同日、第１８６回通常国会に提出されたが、継続審議とされず審議未了・廃案となった。
４．中小企業の実情を踏まえた最低賃金の設定

（１）平成２６年度中央最低賃金審議会の目安審議【審議終了】
平成２６年度の最低賃金の改定については、平成２６年７月１日に厚生労働大臣から平成２６年度の中央最低賃金審議会（以下「中賃」という。）に諮問され、中賃に設置された「目安に関する小委員会」では、５回にわたって議論が行われた。
しかしながら、労使の意見は最後まで一致せず、公益側から公益見解が出され、平成２６年７月２９日の中賃へ「中央最低賃金審議会目安に関する小委員会報告」として提出され、厚生労働大臣へ答申した。

答申に示された考え方を踏まえ、平成２６年度の目安が示した引上げ額の全国加重平均は１６円（平成２５年度は１４円）である。
＜平成２６年度の中央最低賃金審議会答申のポイント＞

ａ．都道府県別ランク区分ごとの最低賃金額改定の目安額

	　Ａランク
	　１９円

	　Ｂランク
	　１５円

	　Ｃランク
	　１４円

	　Ｄランク
	　１３円


ｂ．生活保護との乖離解消

　    最低賃金額が生活保護水準を下回っている５都道府県（北海道、宮城、東京、兵庫、広島）については、目安額どおりに最低賃金が決定されれば、生活保護水準と最低賃金との乖離額は全都道府県で解消される。

	都道府県
	平成24年度データ
に基づく乖離額　

（Ａ）
	平成25年度地域別

最低賃金引上げ額

（Ｂ）
	残された乖離額

（Ｃ）
（＝Ａ－Ｂ）

	北海道（Ａランク）
	２６円
	１５円
	１１円

	宮　城（Ｃランク）
	１２円
	１１円
	　１円

	東　京（Ａランク）
	２０円
	１９円
	　１円

	兵　庫（Ｂランク）
	１３円
	１２円
	　１円

	広　島（Ｂランク）
	１８円
	１４円
	　４円


（２）平成２６年度地域別最低賃金の答申状況【審議終了】
中央最低賃金審議会の答申を受けて、各地方最低賃金審議会において調査・審議が行われ、平成２６年８月２８日までに全都道府県で答申が取りまとめられた。
地域別最低賃金の改定額の全国加重平均は７８０円（前年の全国加重平均は７６４円）で、１６円の引上げとなった。
＜都道府県別地域別最低賃金一覧表＞
	 都道
 府県
	　　最低賃金額
	生活保護との乖離解消
	 都道
 府県 
	　　最低賃金額
	生活保護との乖離解消
	

	北海道
	７４８円（＋１４円）
	解消
	滋　賀
	７４６円（＋１６円）
	
	

	青　森
	６７９円（＋１４円）
	
	京　都
	７８９円（＋１６円）
	
	

	岩　手
	６７８円（＋１３円）
	
	奈　良
	７２４円（＋１４円）
	
	

	宮　城
	７１０円（＋１４円）
	解消
	大　阪
	８３８円（＋１９円）
	
	

	秋　田
	６７９円（＋１４円）
	
	兵　庫
	７７６円（＋１５円）
	解消
	

	山　形
	６８０円（＋１５円）
	
	和歌山
	７１５円（＋１４円）
	
	

	福　島
	６８９円（＋１４円）
	
	鳥　取
	６７７円（＋１３円）
	
	

	茨　城
	７２９円（＋１６円）
	
	島　根
	６７９円（＋１３円）
	
	

	栃　木
	７３３円（＋１５円）
	
	岡　山
	７１９円（＋１６円）
	
	

	群　馬
	７２１円（＋１４円）
	
	広　島
	７５０円（＋１７円）
	解消
	

	埼　玉
	８０２円（＋１７円）
	
	山　口
	７１５円（＋１４円）
	
	

	千　葉
	７９８円（＋２１円）
	
	徳　島
	６７９円（＋１３円）
	
	

	東　京
	８８８円（＋１９円）
	解消
	香　川
	７０２円（＋１６円）
	
	

	神奈川
	８８７円（＋１９円）
	
	愛　媛
	６８０円（＋１４円）
	
	

	新　潟
	７１５円（＋１４円）
	
	高　知
	６７７円（＋１３円）
	
	

	長　野
	７２８円（＋１５円）
	
	福　岡
	７２７円（＋１５円）
	
	

	山　梨
	７２１円（＋１５円）
	
	佐　賀
	６７８円（＋１４円）
	
	

	静　岡
	７６５円（＋１６円）
	
	長　崎
	６７７円（＋１３円）
	
	

	愛　知
	８００円（＋２０円）
	
	熊　本
	６７７円（＋１３円）
	
	

	岐　阜
	７３８円（＋１４円）
	
	大　分
	６７７円（＋１３円）
	
	

	三　重
	７５３円（＋１６円）
	
	宮　崎
	６７７円（＋１３円）
	
	

	富　山
	７２８円（＋１６円）
	
	鹿児島
	６７８円（＋１３円）
	
	

	石　川
	７１８円（＋１４円）
	
	沖　縄
	６７７円（＋１３円）
	
	

	福　井
	７１６円（＋１５円）
	
	


（３）特定最低賃金の早期廃止について【審議中】
特定最低賃金は、地域別最低賃金の屋上屋を重ねるものであり、早急に廃止することが必要であるが、廃止に向けた法改正等の動きは見られていない。
引き続き、特定最低賃金廃止に向けて、中賃、目安制度のあり方に関する全員協議会などの諸会議において、中央会関係委員を通じて要望するとともに、関係方面に対しても早期廃止の要望を行うこととしている。
５．雇用保険制度の機能強化

（１）雇用保険法本則どおりの国庫負担【未実現】

育児休業中の経済的支援の強化、非正規雇用労働者である若者等の中長期的なキャリア形成支援、今年度末で期限を迎える失業等給付にかかる暫定措置の取扱いなどの論点を行い、平成２５年１２月２６日「雇用保険部会報告」を取りまとめ、同日の第９４回職業安定分科会に報告し、了承を得た。

　　　「雇用保険法の一部を改正する法律案」については、平成２６年１月３１日に第１８６回通常国会に提出され、３月２８日成立、３月３１日に公布された。

また、平成２６年１月２７日に平成２６年度の雇用保険料率が告示されている。平成２５年度に引き続き、平成２６年度の雇用保険料率を１３．５／１０００とされた（失業等給付１０／１０００・二事業３．５／１０００）。

なお、雇用保険制度の国庫負担割合については、労働政策審議会雇用保険部会などを通じて、本会委員より国庫負担割合を本則どおり原則４分の１に復帰させることを主張したが、実現には至っていない。

（２）雇用保険二事業の事業費管理の徹底と見直し【一部実現】
事業主の負担する雇用保険を財源とする雇用保険二事業については、雇用保険勘定の失業等給付積立金から平成２２年度特例措置として借り入れていた３７０億円を平成２４年度決算で返還し、安定資金残高も４，２４０億円まで回復した。

一方、財政状況は改善の方向にあるものの未だ厳しい状況に変わりはなく、本会では、労働政策審議会雇用保険部会並びに雇用保険二事業懇談会等の会議を通じて、これまでのＰＤＣＡサイクルによる目標管理の徹底強化や事業費全体の絞り込みを図るよう引き続き要望することとしている。

６．「地域中小企業の人材確保・定着支援事業」の継続実施【実現】

　　「地域中小企業の人材確保・定着支援事業」については、平成２４年度補正予算の「中小企業・小規模事業者人材対策事業（基金）」残高を財源に、引き続き平成２６年度においても、４９の中小企業団体・経済団体等が本事業の実施機関の主体となって全国各地域で実施している。　

７．国による職業訓練機能の充実・強化
（１）国による職業訓練機能の充実・強化【実現】

　　　労働政策審議会職業能力開発分科会報告（平成２５年１２月２７日）において、「ポリテクセンター・ポリテクカレッジの今後の在り方」が取りまとめられた。これを踏まえ、厚生労働省で検討した結果、平成２６年３月までの移管期限については延長の措置をとらず、ポリテクセンター・ポリテクカレッジの運営主体は、引き続き、国（独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構）が担うこととなり要望事項の実現となった。

平成２６年４月以降のポリテクセンター・ポリテクカレッジが行う職業訓練の運営については、雇用保険二事業として事業を実施していることから、ＰＤＣＡサイクルによる目標管理などにより引き続き効率的な運営をしていくこと。高齢者雇用業務と障害者雇用業務で培ったノウハウを職業訓練業務で活かすなどのシナジー効果をより一層発揮することとされた。

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構として、統合効果を一層発揮し、効果的・効率的な組織体制を構築する観点から、ポリテクセンター・ポリテクカレッジも含め独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の各地方組織の一元化を推進するとし、その際、都道府県内に複数あるポリテクセンターについては、各地域での訓練拠点・機能は維持しつつ、ポリテクセンターの組織としては、各都道府県内で一元化することとなった。

また、産業・教育政策の担い手である都道府県と、各地域のポリテクセンター・ポリテクカレッジの連携をより強化にしていくとともに、都道府県がポリテクセンター・ポリテクカレッジの持っている訓練のノウハウを活用して、主体的に地域の実情に応じた職業訓練を実施できるよう、新たな地域連携人材育成強化支援事業を行うこととなった。

なお、平成２６年７月に職業能力開発の今後の在り方に関する研究会において、中間報告が取りまとめられた。職業能力開発の現状と、今後、職業能力開発に取り組む観点から、具体的な取組みとして、①職業能力評価制度の構築、②個人主導のキャリア形成支援、③産業界のニーズや職業訓練の効果を踏まえた職業訓練の推進が挙げられた。

各制度の有機的な連携による労働者の職業能力開発の推進等、今後の検討に当たって留意事項を踏まえ、平成２６年９月に最終報告を取りまとめる予定である。

さらに、職業能力開発行政改革検討チームにおいて、平成２６年７月に職業能力開発行政の現状と、主な課題を基に新しい職業能力開発行政が目指すべき方向性を示した報告書が取りまとめられた。

新しい職業能力開発行政が目指すべき方向性の１つに、産業政策等も踏まえた地域訓練企画協議会（仮称）で地域毎に１つの総合的な計画を策定できるようにするなど、地域全体の人づくりの視点による職業訓練行政の一体的実施が示された。

今後は、法令の整備や予算・組織の改正を伴うものについては「職業能力開発の今後の在り方に関する研究会」における施策面の検討と合わせて、労働政策審議会職業能力開発分科会の意見を聞きつつ、検討を進め、必要な措置を講じていくとされている。

（２）技能検定制度の充実【要望中】

技能検定制度は、労働者の技能の向上、雇用の安定、社会的地位の向上に重要な役割を果たしていることから、ものづくり等の技能者の育成、中小企業の技術・技能継承への支援を行うために、技能検定制度の充実を図るよう養成しているところである。

特に、検定試験制度の見直しについて、厚生労働省、中央職業能力開発協会等関係機関へ要請活動を展開しているところである。

８．ワーク・ライフ・バランスの推進

（１）中小企業のワーク・ライフ・バランスの推進【要望中】
従業員の仕事と家庭の両立支援に取り組む事業主に対する両立支援助成金制度については、①事業所内保育施設設置・運営等支援助成金、②子育て期短時間勤務支援助成金、③中小企業両立支援助成金の一部について、平成２６年度より改正が行われることとなった。

③中小企業両立支援助成金の「休業中能力アップコース」は廃止されるが、経過措置として平成２６年３月３１日までに休業を開始し、平成２６年９月３０日までに当該休業を終了した労働者（被保険者）に限り対象となる。

また、新たに「ポジティブ・アクション能力アップ助成金」が新設され、女性の活躍促進についての数値目標を設定し、一定の研修プログラムの実施により、目標を達成した事業主に支給（中小企業３０万円、大企業１５万円（１企業１回限り）する。　　

（２）次世代法改正に当たっての中小企業の少子化対策の検討並びに「次世代育成支援対策推進センター」への支援策の強化【要望中】
次世代法は、次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るため、職場・地域における子育てしやすい環境の整備に向け、地方公共団体及び事業主に対し、次世代育成支援の取組みを義務づけるものである。

次世代法は平成２６年度末までの時限立法であることから、このほど延長及び内容の見直しを行う改正法案が平成２６年２月１４日に閣議決定され、同日、第１８６回通常国会に提出された。

次世代法改正案は同年４月２３日に公布され、施行日は、平成２７年４月１日に予定されている。

＜改正次世代法の主な内容＞

①　法律の１０年延長（平成２７年４月１日～平成３７年３月３１日）

②　現行の一般事業主行動計画（以下、「行動計画」という。）の策定・届出制度を維持しつつ、高い水準の取組みを行う企業については、行動計画の策定・届出に代えた実績公表の仕組みを追加

③　現行のくるみん認定制度よりもさらに高い水準の特例認定制度を創設

④　現行のくるみん認定制度についても、認定基準における中小企業特例の拡充など、内容の充実

全国中央会及び都道府県中央会は、次世代センターの約４割を担っており、特に中小企業を中心に取組み支援活動を行ってきたが、平成２６年度も引き続き個別企業の取組み支援を行うとともに、企業の対応支援を行っている。
（３）中小企業への改正育児・介護休業法の周知徹底【要望中】

育児・介護休業法の一部規定が、常時１００人以下の労働者を雇用する中小企業について、平成２４年７月１日から施行されたことに伴い、更なる周知徹底を図るよう、引き続き要請している。
＜平成２４年７月１日から全面施行となった制度＞
○育児のための短時間勤務制度
（ 子が３歳まで、１日６時間勤務ができる制度）
○育児のための所定外労働の制限 （子が３歳まで、残業が免除される制度）
○介護休暇（家族の介護・世話のための休暇制度（１日単位））
（４）共同保育施設への助成・支援【要望中】
中小企業が共同で設置あるいは商店街等が設置する保育施設についての助成・支援策については、国等への要望を行っているが実現には至っていない。
９．キャリア教育・職業教育の推進【要望中】

政府は、閣議決定された「第２期教育振興基本計画（平成２５年度～平成２９年度）」（平成２５年６月１４日閣議決定）に基づき、「自立・協働・創造モデルとしての生涯学習社会の構築」を掲げ、この実現に向けた教育の方向性で基本施策を掲げ取り組んでいる。
キャリア教育・職業教育のより一層の推進のためには、学校教育の各課程において体系的な教育が不可欠である。そのため、本会では、キャリア教育・職業教育がより一層に推進されるよう文部科学省、経済産業省、厚生労働省などの関係省庁が連携の下、教育機関と中小企業が一体となった取り組みがなされるよう関係方面に要請している。

１０．外国人技能実習制度の適正な見直し

（１）外国人技能実習生の受入れ対象業種・受入れ人数枠の拡大【未実現】

外国人技能実習制度は、技能実習生に我が国技能等の移転を図り、その国の経済発展を担う人材育成を目的としたもので、国際協力・国際貢献の重要な一翼を担っている。

技能実習制度の見直しについては、現行の技能実習制度への見直しが行われた平成２１年の入管法改正の際に、衆・参両院法務委員会において、それぞれ附帯決議が付され、技能実習制度のあり方の抜本的見直しについて総合的に検討されることとなった。

技能実習制度全体の大きな見直しが求められている状況の中、法務大臣の私的懇談会である出入国管理政策懇談会（外国人受入れの制度検討分科会）を設け、技能実習制度の見直しの方向性について、平成２５年１１月８日から平成２６年５月２７日にかけて計８回にわたって集中的な議論が行われた。２月２７日に開催された第４回本分科会においては、技能実習制度に係る関係者からのヒアリングが行われ、本会からも出席した。その際、本制度に対する本会の取り組み状況、全国の外国人技能実習生受入状況調査結果を説明した。また、本会からの要望で、外国人技能実習制度の適正な見直しとして、① 外国人技能実習制度について、受入れ対象業種の拡大、団体監理型における事業協同組合等の組合員の受入れ人数枠の拡大を行うこと、② 外国人技能実習生の厚生年金保険、雇用保険の加入については、特例措置を設けて全額免除すること等を説明し、さらに、外国人技能実習生制度の実施組合等からの要望として、①対象業種・職種の拡大、②包括的な職種・作業の設定、③受入れ人数の拡大、④再技能実習制度の創設、⑤受入期間の延長等を説明した。

本検討結果は平成２６年６月１０日に取りまとめられ、法務大臣に報告された。

本報告の中では、制度の適正化に関する見直しの検討方向性として、①確実な技能等の修得・移転を図るための見直し、②監理団体による監理の実効性を強化し、監督の適正化を図るための見直し、③公的機関による監理団体・実習実施機関の監視体制の強化を図るための見直し、④技能実習生に対する人権侵害行為等への対応の強化を図るための見直し、⑤送出し機関への規制の実効性の強化を図るための見直し、⑥実習期間の延長（又は再技能実習制度の設立）の実施、⑦受入れ人数の上限の見直し、⑧対象職種の拡大が示された。

また、平成２６年４月４日に開催された産業競争力会議　雇用・人材分科会において、外国人材活用における検討のポイントの１つとして、外国人技能実習制度の抜本的見直しが挙げられた。開発途上国等への国際貢献や日本企業の海外進出支援の観点から、そのニーズ、必要な分野を踏まえた、わが国の高い技術・技能・知識の修得を目的とした外国人材受入れのための制度の抜本的見直しを行うとされた。

見直しの概要は、①外国人技能実習制度の拡充（対象業種の追加・拡大及び技術進歩等への対応、受入れ期間延長＜実習期間３年＋再入国による実習２年＞、受入人数枠の拡大、技能検定の見直し）、②監理体制の厳密化・ガバナンス強化（監理団体のあり方の見直し、国際研修協力機構（ＪＩＴＣＯ）の機能の明確化及び体制強化）である。

建設分野については、国土交通大臣を含む関係閣僚が平成２６年１月から協議を行い「建設分野における外国人材の活用に係る緊急措置を検討する閣僚会議」決定に従い、６年後に迫った２０２０年東京オリンピック・パラリンピック開催に必要な建設需要に対応することとしている。

国内人材対策に最大限努めることを前提としつつ、特定活動などの在留資格により、技能実習制度で建設業務に従事した経験のある一定の技能実習修了者を積極活用するなど、国土交通省が中心となって、２０１５年度からの外国人材受入れのための時限的措置を実施するとしている。

（２）雇用保険及び厚生年金の特例措置の創設【未実現】

外国人技能実習生は最大３年間の滞在が許可され、雇用保険及び厚生年金の加入が義務づけられている。外国人技能実習生は、帰国時には厚生年金の脱退一時金を受け取ることが可能だが、その額は不十分で直接年金とは結びつかない。

また、雇用保険の失業等受給が事実上不可能となっている。そのため、外国人技能実習生の雇用保険及び厚生年金の加入については特例措置を設けるよう要望をしてきたところであるが、現在、実現はしていない。
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